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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 303,239 319,588 323,830 351,288 350,110

経常利益 (百万円) 5,245 4,036 5,720 8,444 8,515

当期純利益又は

当期純損失（△）
(百万円) 508 △145,206 102,144 7,514 10,633

純資産額 (百万円) 28,023 △119,240 27,074 28,260 36,614

総資産額 (百万円) 380,811 267,621 224,686 241,823 208,733

１株当たり純資産額 (円) △9.88 △746.36 △33.11 △36.46 △15.53

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失（△）
(円) 2.54 △726.15 482.88 14.48 22.80

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
(円) 0.59 － 428.65 14.44 22.75

自己資本比率 (％) 7.4 △44.6 12.0 10.9 16.5

自己資本利益率 (％) 4.2 － － 28.1 34.9

株価収益率 (倍) 47.2 － 2.0 30.8 11.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 8,615 6,658 3,617 11,230 4,183

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △2,808 8,795 519 394 1,139

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △12,277 △12,208 28,728 △9,175 1,316

現金及び現金同等物の

期末残高
(百万円) 13,271 16,476 49,794 52,364 58,499

従業員数

（ほか、平均臨時雇用者数）
(人) 3,309

3,150

(484)

2,968

(495)

3,048

(512)

3,059

(575)

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれていない。

２　従業員数は、就業人員数を表示している。

３　第３期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失のた

め、記載していない。

４　第４期（平成17年８月23日）に普通株式10株を１株とする株式併合を行っている。

５　純資産額の算定にあたり、第５期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号）を適用している。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 277,224 293,135 283,510 309,398 310,237

経常利益 (百万円) 5,051 4,213 4,585 7,854 7,944

当期純利益又は

当期純損失（△）
(百万円) 964 △142,984 101,448 8,494 10,067

資本金 (百万円) 25,000 25,000 14,000 14,000 14,001

発行済株式総数 (株) 275,000,000 275,000,000 88,888,890 74,888,890 39,346,508

純資産額 (百万円) 28,533 △116,335 26,457 26,540 34,044

総資産額 (百万円) 344,031 237,301 204,520 221,588 183,587

１株当たり純資産額 (円) △7.33 △731.82 △34.68 △36.13 △16.71

１株当たり配当額 (円) 0.00 0.00 1.00 1.00 1.00

（内１株当たり中間配当額） (円) (－) (－) (0.00) (0.00) (0.00)

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失（△）
(円) 4.82 △715.04 479.53 16.99 21.3

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
(円) 1.11 － 425.67 16.94 21.25

自己資本比率 (％) 8.3 △49.0 12.9 12.0 18.5

自己資本利益率 (％) 8.0 － － 32.1 33.2

株価収益率 (倍) 24.9 － 2.0 26.3 12.4

配当性向 (％) － － 0.4 5.9 4.7

従業員数

（ほか、平均臨時雇用者数）
(人) 2,386

2,281

(484)

2,076

(467)

2,176

(494)

2,193

(560)

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれていない。

２　従業員数は、就業人員数を表示している。

３　第３期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失のた

め、記載していない。

４　第４期（平成17年８月23日）に普通株式10株を１株とする株式併合を行っている。

５　純資産額の算定にあたり、第５期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号）を適用している。

６　第６期（平成19年６月29日）にＣ種優先株式５株を１株とする株式併合を行っている。

７　配当性向は、当期普通株式配当金総額（普通株式の配当金総額およびＣ種優先株式の参加条項による優先配

当金総額）を、当期純利益から当期優先株式配当金総額（Ｃ種優先株式の参加条項による優先配当金総額は

除く）を控除した金額で除して算出している。
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２【沿革】

　当社は、株式会社ＡＣリアルエステート（旧商号：株式会社フジタ）が、平成14年10月１日に分割型分割（混合型）

による新設分割を行ったことにより、建設事業部門の承継会社として設立された。

　設立後の主な変遷は次のとおりである。

平成14年10月 株式会社ＡＣリアルエステート（旧商号：株式会社フジタ）の会社分割により建設事業部門の承

継会社として設立。同時に連結子会社18社、関連会社６社の新フジタグループを承継した。

平成14年10月 建設業許可「国土交通大臣許可（特－14）第19796号」ならびに宅地建物取引業者免許「国土交

通大臣(1)第6348号」を取得。

平成14年10月 東京証券取引所市場第二部上場。

平成15年６月 定款の一部を変更し、事業目的に土壌汚染の状況調査および除去等に関する業務を追加した。

平成15年10月 藤田（上海）建設工程有限公司を設立。（現連結子会社　藤田（中国）建設工程有限公司）

平成17年８月 建設関連不動産販売事業部門を会社分割し、新設した株式会社ジー・シー・リアルエステートに

承継させた。

平成17年９月 株式取得により、フジタビルメンテナンス株式会社を連結子会社化。

平成19年10月 建設業許可「国土交通大臣許可（特－19）第19796号」ならびに宅地建物取引業者免許「国土交

通大臣(2)第6348号」を更新。

３【事業の内容】

　当社グループは、当社、子会社14社および関連会社３社で構成され、建設事業および開発事業を主な事業の内容とし

ている。

　当社グループの事業に係わる位置付けおよび事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであり、事業の種類別

セグメントと同一の区分である。

建設事業

　当社および連結子会社であるフジタ道路㈱、藤田（中国）建設工程有限公司等、関連会社の藤友工業㈱が建設工事の

受注・施工を行っており、当社は工事の一部を関係会社に発注している。

開発事業

　当社は開発事業を行っている。連結子会社の㈱エフ・ティー・シー大分は不動産の賃貸を主な事業としている。

その他の事業

　連結子会社である藤田商事㈱は建設資材の売買を行っており、当社はその一部を購入している。連結子会社である㈱

テクノマテリアルは建設仮設機材のリースおよびＰＣ（※）製品の製造販売を行っており、当社はその一部を購入・

賃借している。連結子会社である㈱ＦＢＳはコンピュータによる委託業務処理およびソフトウェアの開発を事業目的

としている。連結子会社であるフジタビルメンテナンス㈱は建物管理業、リニューアル事業を主な事業目的としてい

る。

　（注）※「Precast Concrete」の略。あらかじめ成型しておき、現場で組み立てる鉄筋コンクリート部品、部材。
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　事業の系統図は次のとおりである。

　（注）関係会社の一部は複数の事業を行なっており、上記区分は代表的な事業内容により記載している。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又
は出資金
（百万円）

主要な事業
の内容

議決権の所有
（被所有）割合

関係内容

所有割合
（％）

被所有
割合
（％）

役員の
兼任

資金援助
営業上
の取引

設備の
賃貸借

（親会社） 　 　 　 　 　 　 　 　 　

（有）フジタ・

　　　　ホールディングス
東京都港区 3

有価証券の

取得及び保有
－ 46.2 あり － － －

（連結子会社） 　  　   　 　 　 　

フジタ道路㈱ 東京都中央区 550 建設事業 63.1 － － － あり －

藤田（中国）建設工程

　　　　　　　　有限公司
中国上海市

千RMB

60,857
建設事業 100.0 － － － あり －

フジタフィリピン

　　　コンストラクション

フィリピン

マニラ

千PHP

4,060
建設事業 100.0 － － － あり －

㈱エフ・ティー・シー大分

◎
大分県大分市 3,600 開発事業

43.1

(0.6)
－ － あり あり －

合同会社ＨＤ１ 東京都港区 1 開発事業 － － － － あり －

アテネデベロップメント

　　　　　　特定目的会社
東京都港区 351 開発事業 － － － － あり －

パリデベロップメント

　　　　　　特定目的会社
東京都港区 951 開発事業 － － － － あり －

藤田商事㈱ 東京都千代田区 400 その他の事業 100.0 － － あり あり あり

㈱テクノマテリアル 東京都千代田区 53 その他の事業 100.0 － － あり あり あり

㈱ＦＢＳ 東京都渋谷区 50 その他の事業 100.0 － － － あり －

㈱高環境エンジニアリング 東京都渋谷区 50 その他の事業 100.0 － － － あり －

フジタビルメンテナンス㈱ 東京都渋谷区 30 その他の事業 100.0 － － － あり －

フジタリサーチ 米国ネバダ州
千US$

600
その他の事業 100.0 － － － あり －

（持分法適用関連会社） 　  　   　 　 　 　

藤友工業㈱ 東京都武蔵野市 48 建設事業 22.0 － － － あり －

㈱エフ・ティー・シー

　　　　　　　ホテル開発
大分県大分市 950 その他の事業

11.3

(11.3)
－ － － あり －

中国生コンクリート㈱ 広島市南区 80 その他の事業
47.6

(47.6)
－ － － あり －

　（注）１　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。ただし、親会社である(有)フジタ・

ホールディングスを除く。

２　当連結会計年度末において有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社はない。

３　◎は特定子会社に該当する。

４　(有)フジタ・ホールディングスと当社ならびに上記連結子会社との間に重要な取引は発生していない。

５　合同会社ＨＤ１、アテネデベロップメント特定目的会社およびパリデベロップメント特定目的会社の持分は

100分の50以下であるが、実質的に支配しているため子会社としたものである。

６　藤田(中国)建設工程有限公司は、平成19年10月16日付で、藤田(上海)建設工程有限公司より商号変更している。

７　議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数である。

８　外貨については、次の略号で表示している。RMB＝中国人民元、PHP＝フィリピン・ペソ、US$＝アメリカ・ド

ル
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

建設事業
2,612

(541) 

開発事業
136

(3) 

その他の事業
252

(13) 

共通
59

(18) 

合計
3,059

(575) 

　（注）１　従業員数は、就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む）である。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当連結会計年度における平均雇用人員数である。

３　臨時従業員数には、主に提出会社の有期雇用契約者を含み、派遣社員を除いている。

４　開発事業における従業員数の増加の主な理由は、これまで建設事業で集計していた当社の都市再生推進本部

の就業人員を、開発事業で集計したことによるものである。

(2）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

2,193

(560) 
44.7 20.8 7,172,424

　（注）１　従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）である。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当事業年度における平均雇用人員数である。

３　臨時従業員数には、有期雇用契約者を含み、派遣社員を除いている。

４　平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでいる。

(3）労働組合の状況

提出会社には、フジタ職員組合が組織（組合員数1,494人）されており、結成以来円満に推移している。

　なお、労使関係について特に記載すべき事項はない。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益が伸び悩みつつも高水準で推移する中、設備投資が増加し、雇用

者所得の緩やかな伸びを背景に、個人消費も底堅く推移するなど、景気は緩やかな拡大が続いた。しかしながら当連

結会計年度後半は、海外経済や国際金融資本市場を巡る不確実性、エネルギー・原材料価格高の影響などにより、景

気の先行きに不透明感が増した。

　建設業界においては、民間建設投資は、企業の設備投資の増加傾向が続いたものの、改正建築基準法施行の影響に

より住宅等の着工が遅れるなどの影響を受け、全体としては減少し、また政府建設投資は前年同様に減少が続いた。

そのような状況下、受注競争は依然厳しく、経営環境は引き続き厳しい状況で推移した。

　このような状況のもとで当社グループは、経営改革として顧客基盤、収益基盤、および組織力・リスク管理体制を

強化した。また平成19年７月に、新中期経営計画「フジタＳＴＥＰ－ＵＰ計画」を策定し、主力である民間建設分野

への更なる集中をはかり、建設事業を安定収益基盤として確立するとともに、強みを活かした都市再生事業を成長

ドライバーとして強化、拡大に取り組んだ。

　以上の結果、当連結会計年度の業績については、売上高3,501億円（前期比0.3％減）となり、営業利益は102億円

（前期比9.8％増）、経常利益は85億円（前期比0.8％増）、当期純利益は106億円（前期比41.5％増）となった。

　事業の種類別セグメントの業績については、次のとおりである。

（建設事業）

　受注高は3,305億円（前期比7.5％増）となった。このうち主な建設事業会社である当社の受注高は、主力である国

内建築工事が増加したことにより、3,003億円（前期比7.6％増）となった。その内訳は、建築2,498億円（前期比8.9％

増）、土木505億円（前期比1.9％増）である。

　売上高は3,226億円（前期比0.5％減）となった。これは主に連結子会社の売上高が減少したことによるものであ

る。営業利益は、主に当社の国内民間工事の採算が改善したことにより、99億円（前期比14.4％増）となった。

（開発事業）

　主に連結子会社において販売用不動産売却収入を計上したことにより、売上高は180億円（前期比11.3％増）と

なった。主に当社において前連結会計年度に採算のよい不動産販売が多かったことの反動により、営業利益は23億

円（前期比13.0％減）となった。

（その他の事業）

　主に連結子会社において建設資材売買事業の売上高が減少したことにより、売上高は95億円（前期比13.8％減）、

営業利益は５億円（前期比4.1％減）となった。

(2）キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、42億円の収入（前期：112億円の収入）となった。税金

等調整前当期純利益107億円、売上債権の減少246億円および未成工事支出金の減少59億円等による収入があったも

のの、仕入債務の減少239億円および未成工事受入金の減少63億円等による支出があったことが主な要因となって

いる。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の売却による収入７億円および投資有価証券の売却及び償

還による収入５億円等により、11億円の収入（前期：４億円の収入）となった。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の発行による収入37億円および配当金の支払22億円等により、13億円

の収入（前期：92億円の支出）となった。

　これらの結果、当連結会計年度において61億円の資金の増加となり、現金及び現金同等物の期末残高は585億円

（前期：524億円）となった。
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２【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループが営んでいる事業の大部分を占める建設事業および開発事業では生産実績を定義することが困難であ

り、建設事業においては請負形態をとっているため販売実績という定義は実態にそぐわない。

　また、当社グループにおいては建設事業以外では受注生産形態をとっていない。

　よって受注及び販売の状況については「１　業績等の概要」における各事業の種類別セグメントの業績に関連付け

て記載している。

　参考のため提出会社の事業の状況は次のとおりである。

　建設事業及び開発事業等における受注高（契約高）及び施工高の状況

①　受注高、売上高、繰越高及び施工高

期別 種類別
期首繰越高
（百万円）

当期受注高
（百万円）

計
（百万円）

当期売上高
（百万円）

次期繰越高

当期施工高
（百万円）手持高

（百万円）

うち施工高

（％） （百万円）

前事業年度

（自平成18年４月１日

至平成19年３月31日）

建設事業         

建築 172,431 229,385 401,817 232,697 169,119 7.1 11,967 234,788

土木 88,829 49,561 138,391 61,679 76,712 5.6 4,263 61,860

計 261,261 278,947 540,208 294,376 245,832 6.6 16,230 296,648

開発事業等 － 15,022 15,022 15,022 － － － －

合計 261,261 293,970 555,231 309,398 245,832 6.6 16,230 296,648

当事業年度

（自平成19年４月１日

至平成20年３月31日）

建設事業         

建築 169,119 249,764 418,884 236,450 182,434 3.4 6,239 230,722

土木 76,712 50,504 127,216 58,484 68,732 5.1 3,479 57,700

計 245,832 300,268 546,101 294,935 251,166 3.9 9,719 288,423

開発事業等 － 15,302 15,302 15,302 － － － －

合計 245,832 315,571 561,404 310,237 251,166 3.9 9,719 288,423

　（注）１　前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、当期受注高にその増減額

を含む。したがって当期売上高にもかかる増減額が含まれる。

２　次期繰越高の施工高は、支出金により手持高の施工高を推定したものである。

３　当期施工高は（当期売上高＋次期繰越施工高－前期繰越施工高）に一致する。

４　開発事業等の受注高は、売上時点で成約があったものとみなして、売上高と同一の金額を計上している。

５　上記金額には、消費税等は含まれていない。

②　受注工事高の受注方法別比率

　工事の受注方法は、特命と競争に大別される。

期別 区分 特命（％） 競争（％） 計（％）

前事業年度

（自平成18年４月１日

至平成19年３月31日）

建築工事 55.0 45.0 100

土木工事 33.8 66.2 100

当事業年度

（自平成19年４月１日

至平成20年３月31日）

建築工事 57.5 42.5 100

土木工事 64.7 35.3 100

　（注）百分比は請負金額比である。
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③　売上高

(イ）完成工事高

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

前事業年度

（自平成18年４月１日

至平成19年３月31日）

建築工事 15,842 216,854 232,697

土木工事 35,308 26,370 61,679

計 51,150 243,225 294,376

当事業年度

（自平成19年４月１日

至平成20年３月31日）

建築工事 20,106 216,344 236,450

土木工事 31,659 26,824 58,484

計 51,766 243,169 294,935

　（注）１　上記金額には、消費税等は含まれていない。

２　完成工事のうち主なものは、次のとおりである。

前事業年度　請負金額20億円以上の主なもの

武蔵村山プロパティー特定目的会社 　 （仮称）ダイヤモンドシティ立川・武蔵村山

ショッピングセンター新築工事

ヤマト運輸株式会社 　 ヤマト運輸株式会社　神奈川物流ターミナル新築工事

株式会社テックエステート 　 ボートピア習志野新築工事

アリアケジャパン株式会社 　 （仮称）アリアケジャパン第三工場新築工事

横浜市交通局 　 高速鉄道４号線恩田川工区土木工事

当事業年度　請負金額10億円以上の主なもの

新日本製鐵株式会社 　 （仮称）港北ＮＴセンター北ＳＣ新築工事

株式会社伊藤ショウ 　 （仮称）香里園駅前プロジェクト（住宅棟）新築工事

株式会社ギオン 　 （仮称）株式会社ギオン　東日本物流ターミナル新築工事

有限会社ペガサスインベストメント 　  (仮称）小山ゆうえんちハーヴェストウォーク新築工事Ｂ

・Ｃ・Ｄ工区

国土交通省東北地方整備局 　 森吉山ダム貯水池横断橋上部工工事

３　前事業年度、当事業年度ともに完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はない。

(ロ）開発事業等売上高

　開発事業等売上高については、総売上高に対する割合が100分の10を超えないため記載を省略した。

④　手持工事高（平成20年３月31日現在）

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

建築工事 34,311 148,122 182,434

土木工事 36,830 31,901 68,732

計 71,142 180,023 251,166

　（注）１　上記金額には、消費税等は含まれていない。

２　手持工事のうち請負金額25億円以上の主なもの

プロロジス座間１有限会社 プロロジスパーク座間Ⅰ新築工事　 平成21年５月完成予定

近鉄不動産株式会社・

オリックス不動産株式会社・

総合地所株式会社・

株式会社セルサスコーポレーション

（仮称）西神南集合住宅建設工事 平成22年３月完成予定

大崎駅西口中地区市街地再開発組合 大崎駅西口中地区第一種市街地再開発事業

に係る施設建築物新築工事

平成21年９月完成予定

独立行政法人国立病院機構　

浜田医療センター

独立行政法人国立病院機構

浜田医療センター移転新築整備工事

平成21年９月完成予定

習志野市ＪＲ津田沼駅南口

土地区画整理組合

習志野都市計画事業　ＪＲ津田沼駅南口

特定土地区画整理事業　基盤整備工事

平成27年３月完成予定
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３【対処すべき課題】

　今後の経済の見通しについては、当面減速が続くものの、その後緩やかな成長経路をたどると予測される。建設業界

においては、設備投資は底堅く推移し、改正建築基準法施行の影響が収束しつつも、政府建設投資の減少、エネルギー

・原材料価格高の影響など引き続き厳しい状況が予測される。

　このような状況のもとで当社グループは、新中期経営計画「フジタＳＴＥＰ－ＵＰ計画」に基づき、主力である民間

建設分野への更なる集中をはかり、建設事業を安定収益基盤として確立するとともに、強みを活かした都市再生事業

を成長ドライバーとして強化、拡大し、成長路線への舵を切っていく。

　　　一方、当社は、当事業年度中に、新潟市発注工事および防衛施設庁発注工事を巡る官製談合事件ならびに、名古屋市発注

地下鉄工事を巡る談合事件に関して、公正取引委員会から排除措置命令を受け、新潟市発注工事および防衛施設庁発

注工事については営業停止処分を受けた。

　　　当社グループでは、従前から独占禁止法の遵守やコンプライアンスの徹底に取り組んでいたが、このような事態が生じ

たことを厳粛に受け止めており、独占禁止法の遵守やコンプライアンスの徹底を今まで以上に推し進める決意であ

る。

４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがある。なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において

判断したものである。

(1）財政状態及び経営成績の変動に係るもの

原材料価格等の動向について

　原材料価格および労務費の動向が、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がある。当社グループは、主要な

事業セグメントである建設事業において、価格変動リスクに対応するために、請負契約後すみやかに鉄筋、鋼材等

の鉄鋼製品や生コン等の材料の調達単価および型枠工等の外注労務単価を確定させるよう努力している。

海外工事について

　当社グループでは、当社が主に韓国、ベトナム等のアジア地域およびメキシコ等の中南米地域での建築・土木工

事を、連結子会社である藤田（中国）建設工程有限公司が中国での建築工事を中心として海外工事を行ってい

る。これらの国や地域において、景気の悪化、競争の激化、カントリーリスクの顕在化等の状況が生じた場合、当社

グループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性がある。

施工物の不具合について

　当社グループが顧客に引き渡した施工物について、設計、施工、材料などの各面で、万一、重大な瑕疵があった場

合は、当社グループの業績や企業評価に影響を及ぼす可能性がある。当社グループは、継続的な施工教育の実施

や、ＩＳＯなどの品質管理手法を活用した施工管理の徹底により、品質の確保に努めている。

工事災害の発生について

　当社グループが施工中の工事において、万一、重大な事故が発生した場合は、当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性がある。当社グループでは、安全教育や巡回指導などの安全衛生活動を継続的に実施し、重大災害の発生

防止に努めている。

法的規制について

　当社グループの事業は、建設業法、建築基準法、宅地建物取引業法、国土利用計画法、都市計画法、独占禁止法等に

よる法的規制を受けている。当社グループは、コンプライアンス体制の強化、推進に努めているが、万一、これらの

法的規制に違反するような事態が生じた場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がある。
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(2）特定の取引先等で取引の継続性が不安定であるものへの高い依存度ならびに特定の製品、技術等で将来性が不明

確であるものへの高い依存度について

都市再生事業への取組みについて

　当社グループでは、平成19年７月、新中期経営計画「フジタＳＴＥＰ－ＵＰ計画」を策定し、主力である民間建

設分野への更なる集中をはかり、建設事業を安定収益基盤として確立するとともに、強みを活かした都市再生事

業を成長ドライバーとして強化、拡大に取り組んでいる。その主要施策として、都市再生ノウハウを活用した顧客

への企画・提案力の強化、企業不動産を中心とする土地有効利用への取組み拡大、権利調整ノウハウを活かした

等価交換事業、マンション建替え事業等の拡大、不動産証券化等の金融手法を活用した事業構築による収益機会

拡大を掲げている。当社グループは、プロジェクト審議会において、個別案件毎に収益の最大化を検討するととも

に、リスク・コントロールを徹底した上で事業に取り組んでいるが、都市再生事業は景気動向、地価動向、金融情

勢等の経済環境の影響を受けやすく、想定を超える変動が生じた場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす

可能性がある。

技術センター施設について

　当社グループでは、当社が建設事業に関連する研究開発を神奈川県厚木市所在の技術センター施設において

行っている。当該研究開発施設については賃貸施設のため、当社と貸主との間で長期の賃貸借契約を締結してい

るが、将来貸主との賃貸借契約の継続が困難となった場合には、当社の研究開発活動に影響を与えることとなり、

当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がある。

開発関連プロジェクトについて

　当社グループの手掛ける法定再開発事業等の開発関連プロジェクトにおいては、完成までに比較的長期間を要

するケースがあり、今後の経済状況や市場の動向によっては、プロジェクトの中断、凍結等の可能性がある。

保留地引取リスクについて

　当社グループでは、土地区画整理事業の業務代行契約等に基づき保留地等の不動産の引取を見込まれている物

件がある。当社グループでは、引取後の保留地等の不動産については、速やかに売却等処分して行く方針であり、

処分によって見込まれる損失等については既に引当金を計上しているが、今後の不動産価格の動向、当該土地区

画整理事業の進捗状況等の変化により、処分価格が著しく変動した場合には、当社グループの業績や財政状態に

影響を及ぼす可能性がある。

(3）訴訟について

訴訟について

　現在、当社を含む多数の建設会社を被告とする全国じん肺損害賠償請求事件が、各地の地方裁判所に提起され、

審理中である。

　訴訟の内容は、トンネル等の隧道工事に従事した作業員が、各工事において雇用していた建設会社等に対して、

じん肺の罹患に対する損害賠償を求め、提起されたものである。

(4）その他

債務保証について

　当社は、他の会社等の金融機関からの借入金等に対し、債務保証を行っており、当連結会計年度末における保証

債務残高は33億円である。なお、当連結会計年度末において、保証履行等により当社の負担が発生する虞はない

が、今後、他の会社等の財務状態が悪化し、その支払能力が低下した場合、保証履行等の当社の負担が生じる可能

性がある。

　保証債務の詳細は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　注記事項（連結貸借対照表関

係）」に記載している。

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はない。
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６【研究開発活動】

　当社グループの研究開発は、社会や顧客ニーズに迅速に対応すべく、建築・土木関連の基盤技術および環境関連技術

を軸に、総力を結集して推進している。また、技術センターおよび技術プロジェクトにおける研究開発活動は、基礎・

応用研究から新技術・新商品開発まで多岐にわたっており、官公庁や国内外の大学、異業種企業との共同研究にも積

極的に取り組み、効率的な実施により成果をあげている。

　当連結会計年度における研究開発費は1,091百万円である。また、当社グループの当連結会計年度の主な研究開発内容

および成果は、次のとおりである。

（建設事業）

（1）建設技術

①避難安全と消防活動の性能を確保し、売り場面積を拡大

　当社が性能設計という新たな概念を大幅に採用して設計し、一般的な設計よりも売り場面積を大きく確保した

都市型複合ショッピングセンター「ノースポート・モール」（横浜市）が竣工した。全ての階段に防排煙設備

を備えた前室を自主的に設け、また加圧防煙システムを導入した消防活動拠点を適切に配置するなど、火災安全

対策を強化することで避難安全性能と消防活動支援性能を確保しながら、全避難階段の合計幅を建築基準法に

おけるいわゆる仕様規定の約50％に抑えることで売り場面積の拡大を実現した。

　施設設計に際し、ノウハウを有した専門技術者による火災安全計画への早期の取り組みにより、特にショッピ

ングセンターなどの商業施設分野において大きな効果が期待できる。

②消防庁長官賞を２件受賞、消防活動支援システムで評価

　当社が設計・施工を担当した「ノースポート・モール」（横浜市）と「イオンむさし村山ミュー（旧ダイヤ

モンドシティ・ミュー）」（東京都武蔵村山市）が、2007年10月19日に総務省消防庁による「平成19年度優良

消防用設備等」として消防庁長官賞を受賞し、当社はこれら２件の設計者および開発者として表彰された。

　これは、2003年に導入された消防法の大臣認定制度を活用して「消防活動支援用加圧防煙システム」の設計な

らびに開発を行い、これらの建物に適用して消防防災技術の高度化および防火安全性能の向上に貢献したこと

が評価されたものである。加圧防煙システムは、これまで主に避難安全性能を確保することを目的とされていた

が、これを消防活動支援のためにも積極的に利用することで、双方の性能を確保した。

　総務大臣認定に基づく設計は実績が少ないのが現状であるが、今回の経験を活かし、今後も高度な技術により、

十分な火災安全性能を持つ建築物の設計・施工を行なっていく。

③ＦＰＡ工法の普及を本格開始

　当社は、日本コンクリート工業株式会社（本社：東京都港区、社長：網谷勝彦氏）、安藤建設株式会社（本社：

東京都港区、社長：山田恒太郎氏）、ジャパンパイル株式会社（本社：大阪市、社長：黒瀬晃氏）と共同で、合理

的な設計が容易に実現でき、施工の大幅な省力化が可能となる、既製コンクリート杭の杭頭接合技術「ＦＰＡ工

法」について、業界他社や設計事務所への普及に本格的に取り組むことにした。

　この工法は既製コンクリート杭の座板ねじ孔に専用ボルトをねじ込むだけで、フーチングとの接合に必要な杭

頭処理が確実に行える。2002年からＰＨＣ杭、ＰＲＣ杭を適用対象として実用化しているが、このほど適用可能

な杭種を増やすなどして建設技術審査証明（財団法人日本建築センター）を更新した。

④溶接を減らした鉄骨ラチス柱の耐震補強工法を開発

　当社は、鉄骨ラチス柱を採用した工場建屋の耐震補強工事において、現場溶接量を減らして火災リスクを低減

し、工場稼動中にも施工を可能とした耐震補強工法「ＦＳＲ－Ｄ工法」を開発した。（特許出願中）

　鉄骨ラチス柱は1970年頃まで工場などの生産施設で採用されていたが、多くは耐震性能が不足していると指摘

されていた。その耐震補強工事では、既存部材と補強材を現場溶接で接合するのが一般的だが、そうした工法で

は、施設稼働中の工事が困難となることが多く、休業日に作業が集中するため、熟練溶接技能者の確保や施工品

質確保等の課題が生じ、また溶接量が多いために火災リスクが大きくなる。

　ＦＳＲ－Ｄ工法は、鉄骨造工場建屋等において、耐震性能が不足するラチス柱の斜材を取り外した上で、主材と

主材の間を、溶接とドリリングタッピンねじを用いて補強鋼板で塞ぎ、ボックス型の鉄骨柱を構築する耐震補強

工法である。主材と補強鋼板の接合は、部材の端部では溶接を用いるが、その他の部分はドリリングタッピンね

じで緊結する。その結果、補強後の柱は変形性能が向上し、補強前の２～４倍の耐震性能を発揮することも可能

となる。

　今後はトラス梁の耐震補強においても、溶接を減らした工法の開発を推進し、施設の修繕更新ニーズに応えて

いく。
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⑤「防火性能を有する高速アルミシャッター」を世界で初めて開発

　当社は、エファフレックスジャパン株式会社（本社：東京都新宿区、社長：内藤丘氏）と共同で、防火性能を有

するアルミニウム製巻上げ式高速シャッターの開発に世界で初めて成功し、「防火設備」(遮炎性能20分)として

国土交通大臣認定を取得した。（特許出願中）

　この製品により、屋内環境の維持と防火区画の形成を両立させる場合に、高速開閉可能なアルミシャッターと

鋼製の防火シャッターを二重に設置する必要がなくなるため、設置および維持管理費用の削減、二重設置のデッ

ドスペース解消、設計・施工の省力化が図れ、施設の付加価値が向上する。

　本製品は、当社の設計施工で改修した自動車会社のエンジン工場（2008年２月竣工）に既に設置されているほ

か、現在建設中の新設工場でも採用予定である。このように、本製品は新設、既設を問わず、施設の付加価値の向

上に非常に有効であり、かなりの市場が見込まれている。

（2）土木技術

①都市の浸水災害低減に寄与する解析技術を開発

　当社は、独立行政法人港湾空港技術研究所（神奈川県横須賀市、理事長：金澤寛氏）および子会社の株式会社

高環境エンジニアリングと共同で、「越波（えっぱ）災害予測技術」を開発した。本技術により、臨海部に位置

する事業用地の浸水危険度の詳細な評価が容易になるため、水害から財産や人命を守るための防災施設の検討

や、防災・避難計画などへの迅速な対応を図ることができ、資産価値をより高めることを可能にする。

　今後は、臨海域や海抜ゼロメートル地帯の、すでに活用している事業用地や低・未利用地の資産価値を高める

防災施設等の提案を行っていくとともに、地盤の液状化などの耐震技術とも連携して、さまざまな提案をできる

トータルシステムとして発展させていく予定である。

（3）環境技術

①水環境改善技術を「大都会ドブ川の奇跡」テーマに２ヵ所で展示

　　　当社は、トヨタ自動車株式会社が都内の２ショールームで開催した環境イベントに協力し、当社オリジナルの水

環境技術を展示した。同社は「ＴＯＹＯＴＡハイブリッド車 100万台達成」の特別環境イベントとして、テレビ

朝日の番組『素敵な宇宙船地球号』を全面に押し出した展示をおこない、当社は同番組で放送された「大都会

ドブ川の奇跡」のブースに、独自開発した土質改良材（ＦＴマッドキラー）などを出品した。「大都会ドブ川の

奇跡」は汚染の進んだ川を、番組が立ち上げた「旧芝川再生プロジェクト」が蘇えらせる取り組みを紹介して

いるもので、当社も水環境技術面からプロジェクトに参加している。

②海外のメディアも注目　「旧芝川再生プロジェクト」を視察

　当社が水環境改善技術で参加している、テレビ朝日の番組『素敵な宇宙船地球号』が立ち上げた「旧芝川再生

プロジェクト」に、東アジア各国のマスメディアが注目し、2007年12月19日に埼玉県の案内で10名が現地を視察

した。この番組は国内でも大きな反響があり、多くの見学者が訪れているが、工業化に伴う水質汚染の問題が顕

在化している東アジア各国のマスメディアもこの活動に大きな関心を持ち、埼玉県の案内により視察が実現し

た。

③ヒートアイランド現象の緩和機能をさらに強化した舗装「新表面温度低減型」フォトロード工法を開発

　当社と子会社のフジタ道路株式会社は、ヒートアイランド現象の緩和機能をさらに強化した「新表面温度低減

型」のフォトロード工法を開発した。（特許出願済み）

　従来のフォトロード工法（標準型）は排気ガス浄化機能を持つ道路舗装工法であるが、そのコーティング材に

遮熱機能を付加して道路舗装表面温度の上昇の抑制も行う、ユニークな道路舗装工法を開発・実用化し、2007年

１月に物流施設の外構道路に適用した。このたびの「新表面温度低減型」のフォトロード工法は、これに保水性

舗装を組み合わせることでさらに都市部道路等に適合した工法としたものである。

　都心部におけるヒートアイランド現象は近年深刻化し、猛暑日（日最高気温が35℃以上の日）・熱帯夜日数の

増加が指摘されている。健康への影響をはじめ、冬季において大気汚染を助長する原因ともなり、早急な対応策

が求められている。これは、日中の太陽光を受けた舗装表面や建物外壁等が蓄熱して高温化することが大きな要

因に挙げられている。

　本工法は、標準的な舗装よりも表面温度を最大10数℃低減できるためヒートアイランド現象抑制に貢献すると

同時に、自動車排気ガス中の窒素酸化物を浄化して大気環境改善も行なうものである。両社は、上記の都市問題

に対する積極的な環境改善策として、都市部の道路や民間施設内の外構道路等への適用を目指し、自治体をはじ

め、大型の工場・物流施設・商業施設等への技術提案を行っていく。

（開発事業およびその他の事業）

研究開発活動は特段行われていない。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

　文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成20年３月31日）現在において当社グループが判断した

ものである。

(1）重要な会計方針および見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

いる。当社グループは、以下の重要な会計方針が、当社グループの連結財務諸表の作成において使用される当社の重

要な判断と見積りに大きな影響を及ぼすと考えている。

①収益の認識

　当社グループの主要な事業セグメントである建設事業では、原則として工事進行基準により収益を認識してお

り、完成工事高に占める工事進行基準の割合は平成20年３月期において55.4％となっている。当社グループでは、

合理的な見積りに基づき収益を計上しているが、工事進行基準の見積りには、工事総原価、ならびに工事進行程度

等、多くの見積作業を要する。特に、工事施工中の会計期間において収益計上に採用した工事総原価は、工事完成

時に確定する工事総原価とは異なる場合がある。

　なお、受注工事に係る将来の損失に備えるため、手持工事のうち重要な損失の見込まれるものについて、その損

失見込額を工事損失引当金として計上している。

②たな卸資産

　当社グループのたな卸資産のうち販売用不動産の当連結会計年度末の残高は5,569百万円であるが、当社グルー

プでは、土地区画整理事業の業務代行契約等に基づき保留地等の不動産の引取を見込まれている物件がある。当

社グループでは、引取後の保留地等の不動産については、速やかに売却等処分して行く方針であり、処分によって

見込まれる損失等については既に合理的に見積もられる金額を引当金に計上しているが、今後の不動産価格の動

向、当該土地区画整理事業の進捗状況等の変化により、処分価格が著しく変動した場合には、当社グループの業績

や財政状態に影響を及ぼす可能性がある。

③貸倒引当金

　当社グループは、売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額について貸倒引当金を計上しているが、顧客ならび

に貸付先の財務状態が悪化し、その支払能力が低下した場合、追加引当が必要となる場合がある。

④繰延税金資産

　当社グループは、繰延税金資産について、実現可能性が高いと考えられる金額へ減額するために評価性引当額を

計上している。評価性引当額の計上に当っては、将来の課税所得および、慎重かつ実現可能性の高い継続的な税務

計画を検討する必要がある。また、日本公認会計士協会監査委員会報告第66号の会社分類の判断によっては、評価

性引当額の計上額に影響を与えることになる。これらの検討に基づき、繰延税金資産の全部または一部を将来実

現できないと判断された場合、当該判断を行った期間に繰延税金資産の調整額を費用として計上することにな

る。同様に、計上金額の純額を上回る繰延税金資産を今後実現できると判断した場合、繰延税金資産への調整によ

り当該判断を行った期間に利益を増加させることになる。

⑤退職給付引当金

　当社および国内連結子会社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度および退職一時金制度を設けている。

平成20年３月期末における当社および国内連結子会社の退職給付債務は258億円であり、年金資産33億円を差引

いた未積立退職給付債務は225億円である。未積立退職給付債務から会計基準変更時差異の未処理額70億円、未認

識数理計算上の差異28億円および未認識過去勤務債務１億円を差引いた126億円を退職給付引当金として連結財

務諸表に計上している。また、当連結会計年度の退職給付費用は32億円である。退職給付債務の割引率は2.5％、会

計基準変更時差異の処理年数は15年、未認識数理計算上の差異および過去勤務債務の処理年数は主として10年で

費用処理を行っている。これら退職給付債務等の計算の基礎となる計数に変更が生じた場合には、今後の退職給

付費用の額に影響を与える可能性がある。
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(2）当連結会計年度の経営成績の分析

　当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益が伸び悩みつつも高水準で推移する中、設備投資が増加し、雇用

者所得の緩やかな伸びを背景に、個人消費も底堅く推移するなど、景気は緩やかな拡大が続いた。しかしながら当連

結会計年度後半は、海外経済や国際金融資本市場を巡る不確実性、エネルギー・原材料価格高の影響などにより、景

気の先行きに不透明感が増した。

　建設業界においては、民間建設投資は、企業の設備投資の増加傾向が続いたものの、改正建築基準法施行の影響に

より住宅等の着工が遅れるなどの影響を受け、全体としては減少し、また政府建設投資は前年同様に減少が続いた。

そのような状況下、受注競争は依然厳しく、経営環境は引き続き厳しい状況で推移した。

　このような状況のもとで当社グループは、経営改革として顧客基盤、収益基盤、および組織力・リスク管理体制を

強化した。また平成19年７月に、新中期経営計画「フジタＳＴＥＰ－ＵＰ計画」を策定し、主力である民間建設分野

への更なる集中をはかり、建設事業を安定収益基盤として確立するとともに、強みを活かした都市再生事業を成長

ドライバーとして強化、拡大に取り組んだ。

　以上の結果、当連結会計年度の業績については、売上高3,501億円（前期比0.3％減）となり、営業利益は102億円

（前期比9.8％増）、経常利益は85億円（前期比0.8％増）、当期純利益は106億円（前期比41.5％増）となった。

(3）資本の財源及び資金の流動性についての分析

①資産、負債および純資産の状況

　当連結会計年度末の資産については、主に大口債権回収等による受取手形・完成工事未収入金等の減少281億円

等により、前期末比331億円減少の2,087億円となった。

　負債については、支払手形・工事未払金等の減少238億円等により、前期末比414億円減少の1,721億円となった。

また、新規設立の特定目的会社において、販売用不動産購入資金を調達するために社債38億円を発行した。

　純資産については、配当の支払22億円および当期純利益106億円の計上等により、前期末比84億円増加の366億円

となった。

　これらの結果、自己資本比率は総資産の圧縮と純資産の積み増しにより16.5％となり、前期末比5.6ポイント向上

した。

②キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、42億円の収入（前期：112億円の収入）となった。税

金等調整前当期純利益107億円、売上債権の減少246億円および未成工事支出金の減少59億円等による収入があっ

たものの、仕入債務の減少239億円および未成工事受入金の減少63億円等による支出があったことが主な要因と

なっている。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の売却による収入７億円および投資有価証券の売却及び

償還による収入５億円等により、11億円の収入（前期：４億円の収入）となった。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の発行による収入37億円および配当金の支払22億円等により、13億

円の収入（前期：92億円の支出）となった。

　これらの結果、当連結会計年度において61億円の資金の増加となり、現金及び現金同等物の期末残高は585億円

（前期：524億円）となった。

(4）経営者の問題認識と今後の方針について

　今後の経済の見通しについては、当面減速が続くものの、その後緩やかな成長経路をたどると予測される。建設業

界においては、設備投資は底堅く推移し、改正建築基準法施行の影響が収束しつつも、政府建設投資の減少、エネル

ギー・原材料価格高の影響など引き続き厳しい状況が予測される。

　このような状況のもとで当社グループは、新中期経営計画「フジタＳＴＥＰ－ＵＰ計画」に基づき、主力である民

間建設分野への更なる集中をはかり、建設事業を安定収益基盤として確立するとともに、強みを活かした都市再生

事業を成長ドライバーとして強化、拡大し、成長路線への舵を切っていく。

　一方、当社は、当事業年度中に、新潟市発注工事および防衛施設庁発注工事を巡る官製談合事件ならびに、名古屋市

発注地下鉄工事を巡る談合事件に関して、公正取引委員会から排除措置命令を受け、新潟市発注工事および防衛施

設庁発注工事については営業停止処分を受けた。

　当社グループでは、従前から独占禁止法の遵守やコンプライアンスの徹底に取り組んでいたが、このような事態が

生じたことを厳粛に受け止めており、独占禁止法の遵守やコンプライアンスの徹底を今まで以上に推し進める決意

である。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

（建設事業）

　当連結会計年度における設備投資の額は３億円であり、主なものは試験研究用設備の拡充更新である。

（開発事業）

　当連結会計年度における設備投資の額は１億円であり、主なものは賃貸用不動産の維持管理に関する支出である。

（その他の事業）

　当連結会計年度においては、特段の設備投資は行われていない。

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

事業所
（所在地）

帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）建物・

構築物

機械・運搬
具・工具器
具・備品

土地
合計

面積（㎡） 金額

本社

（東京都渋谷区他）
124 412 － － 536 445

技術センター

（神奈川県厚木市）
5 592 28,499 6,245 6,843 62

東京支店

（東京都渋谷区他）
54 20 － － 74 436

大阪機材センター

（京都府宇治田原町）
182 34 15,095 1,235 1,452 2

(2）国内子会社

会社名
事業所
（所在地）

事業の種類別セ
グメントの名称

帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）建物・

構築物

機械・運搬
具・工具器
具・備品

土地
合計

面積（㎡） 金額

㈱エフ・ティー・

シー大分

OASISひろば21※

（大分県大分市）
開発事業 6,139 129

－

(5,864)
－ 6,269 4

㈱テクノマテリアル

東京機材センター※

（埼玉県飯能市）
その他の事業 11 49

－

(27,571)
－ 60 13

千葉ＰＣ工場※

（千葉県成田市）
その他の事業 20 4

60,632

(35,540)
678 703 17

(3）在外子会社

該当事項はない。
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　（注）１　帳簿価額には、建設仮勘定は含まれていない。

２　上記金額には、消費税等は含まれていない。

３　提出会社は建設事業の他に開発事業を営んでいるが、大半の設備は建設事業又は共通的に使用されているた

め、事業の種類別セグメントに分類せず、主要な事業所ごとに一括して記載している。

４　※印については、土地の一部を連結会社以外から賃借しており、土地の面積については、（　）内に外書きで示

している。

５　提出会社の本社および東京支店については、建物を連結会社以外から賃借しており、建物の延床面積は7,379㎡

である。また、技術センターについては、建物を連結会社以外から賃借しており、建物の延床面積は24,147㎡で

ある。

６　㈱テクノマテリアルの千葉ＰＣ工場については、建物構築物の一部ならびに土地を提出会社から賃借してい

る。なお、帳簿価額については、提出会社の帳簿価額を含めて記載している。

７　土地建物のうち賃貸中の主なもの

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの名称

土地（㎡） 建物（㎡）

㈱エフ・ティー・

シー大分

OASISひろば21

（大分県大分市）
開発事業 － 25,104

３【設備の新設、除却等の計画】

（建設事業、開発事業及びその他の事業）

(1）重要な設備の新設等

　重要な設備の新設等の計画はない。

(2）重要な設備の除却等

　重要な設備の除却等の計画はない。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 500,555,555

Ｃ種優先株式 44,444,445

計 545,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（平成20年３月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成20年６月27日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 30,457,619 30,458,419
東京証券取引所

（市場第二部）

完全議決権株式であり、権

利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

（注）１

Ｃ種優先株式 8,888,889 8,888,889 － （注）２

計 39,346,508 39,347,308 － －

　（注）１　提出日現在発行数には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれていない。

２　Ｃ種優先株式の内容は次のとおりである。

(1）議決権

　本件優先株式を有する株主（以下「本件優先株主」という。）は、株主総会において議決権を有しない。

ただし、前事業年度にかかる本件優先株式に関わる優先配当（以下に定義する。）を行う旨の議案が取締

役会に上程されない場合または否決された場合、当該事業年度にかかる定時株主総会より、本件優先株主

に対して本件優先株式に関わる優先配当を行うときまで議決権を有するものとする。ただし、本件優先株

式の発行済株式総数の過半数を有する本件優先株主が当該株主総会までに議決権の復活につき放棄する

旨の通知を発行会社に行った場合はこの限りでない。

(2）優先配当金

①優先配当金の計算

　本件優先株式１株につき行う金銭による剰余金の配当（以下「優先配当」という。）は、１株につき本件

優先株式の発行価額（平成20年６月27日現在　発行価額4,310円）にそれぞれの事業年度ごとに下記の配当

年率を乗じて算出した額とする。優先配当は、円位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入

する。

　払込期日以降、次回配当年率修正日の前日までの各事業年度について、下記算式により計算される配当年

率（以下「配当年率」という。）とする。

　　配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）＋450bp

　配当年率は、％位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。

・「配当年率修正日」は、平成17年４月１日および、以降毎年４月１日とする。当日が、銀行休業日の場

合は、前営業日を配当年率修正日とする。

・「日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）」は、平成17年４月１日または各配当年率修正日およびその直後の

10月１日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）の２時点において、午前11時における日本円６ヶ月

物トーキョー・インター・バンク・オファード・レート（日本円ＴＩＢＯＲ）として全国銀行協会

連合会によって公表される数値の平均値を指すものとする。

　日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）が公表されていなければ、同日（当日が銀行休業日の場合は前営業

日）ロンドン時間午前11時におけるスクリーン・ページに表示されるロンドン銀行間市場貸し手

レート（ユーロ円ＬＩＢＯＲ６ヶ月物（360日ベース））として英国銀行協会（ＢＢＡ）によって公

表される数値またはこれに準ずるものと認められるものを日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）に代えて

用いるものとする。
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　なお、本件優先株式について株式の併合または分割が実施された場合の優先配当の計算にあたり、本件優

先株式の１株の発行価額は、次の算式により調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるもの

とする。

調整後発行価額 ＝
調整前発行価額　×　併合・分割前の本件優先株式数

併合・分割後の本件優先株式数

②累積・参加条項

　本件優先株式に対しては、まず、上記①に記載する額の優先配当が行われた後に剰余金の残余があり、こ

れについて剰余金の配当を行うときは、普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）または普通

株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）および本件優先株主または本件優先株式

の登録株式質権者（以下「本件優先登録株式質権者」という。）に対し、同順位で同額の剰余金の配当を

行うものとする。後者の計算にあたっては、本件優先株式を転換（以下に定義する。）することによって取

得する普通株式数に、既存の普通株式１株当たりの剰余金の配当の額を乗じて算出する。

　ある事業年度において本件優先株主または本件優先登録株式質権者に対して行う剰余金の配当の額が、

上記①に記載する額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

③優先中間配当金

　発行会社は、中間配当を行うときは、毎年９月30日最終の株主名簿に記載または記録された本件優先株主

または本件優先登録株式質権者に対し、普通株主または普通登録株式質権者に先立ち、本件優先株式１株

につき優先配当の２分の１を限度として、取締役会の決議で定める金額の優先中間配当（以下「優先中間

配当」という。）を行うものとする。

④臨時配当金

　発行会社は、臨時の配当を行うときは、発行会社が定めた基準日の株主名簿に記載または記録された普通

株主または普通登録株式質権者および本件優先株主または本件優先登録株式質権者に対し、同順位で同額

の剰余金の配当を行うものとする。後者の計算にあたっては、本件優先株式を転換することによって取得

する普通株式数に、既存の普通株式１株当たりの剰余金の配当の額を乗じて算出する。

(3）残余財産の分配

　発行会社が残余財産を分配するときは、本件優先株主または本件優先登録株式質権者に対して、普通株主

または普通登録株式質権者に先立ち、本件優先株式１株につき発行価額と同額（以下「優先分配額」とい

う。）を支払う。優先分配額を超えて残余財産を分配するときは、優先分配額の支払いの後、本件優先株式

が全て転換されるとした場合に取得される普通株式数を基礎として、普通株式と同順位で本件優先株式に

対して追加の残余財産の分配を行うものとする。

　なお、本件優先株式について株式の併合または分割が実施された場合の優先分配額の計算にあたり、本件

優先株式の１株の発行価額は、次の算式により調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるも

のとする。

調整後発行価額 ＝
調整前発行価額　×　併合・分割前の本件優先株式数

併合・分割後の本件優先株式数

(4）転換請求権

　本件優先株主は、下記①で定める期間中、下記②で定める条件で、当会社に対し、本件優先株主が有する本

件優先株式を取得し、これと引き換えに当会社の普通株式を交付すること（以下「転換」という。）を請

求することができる。

①転換を請求し得べき期間

平成17（2005）年９月29日（本件優先株式引受日）から

②転換の条件

本件優先株式は、下記の転換の条件で普通株式に転換することができる。

イ．普通株式１株当たりの当初転換価額

110円　（平成20年６月27日現在　転換価額110.50円）
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ロ．転換価額の調整

ａ．発行会社は、本件優先株式の発行後、下記ｂ．に掲げる各事由により発行会社の普通株式に変更を

生じる場合または変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「転換価額調整式」と

いう。）により転換価額を調整する。ただし、転換価額調整式による調整が行われる結果、調整後の

転換価額が調整前の転換価額を下回る場合に限り、下記ｂ．に掲げる各事由が生じていたとして

も、本件優先株主全員の同意があるときは、転換価額の調整を行わないことができる。

　 　 　 　

既発行普通株式数 ＋

新規発行・処分

普通株式数
×
１株当たり

払込金額・処分価額

調整後

転換価額
＝
調整前

転換価額
×

１株当たり時価

既発行普通株式数＋新規発行・処分普通株式数

ｂ．転換価額調整式により本件優先株式の転換価額の調整を行う場合およびその調整後の転換価額の

適用時期については、次に定めるところによる。

ⅰ．下記ｅ．に定める時価を下回る払込金額または処分価額をもって普通株式を新たに発行しまた

は発行会社の有する普通株式を処分する場合（無償割当ての場合を含む。）（ただし、発行会社

の普通株式に転換される証券もしくは転換できる証券または発行会社の普通株式の交付を請求

できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の転換または行使による場合お

よび単元未満株式の買増請求による場合を除く。）。

　調整後の転換価額は、払込期日（払込期間を定めた場合には、出資の履行をした日。無償割当て

の場合には、効力発生日。）の翌日以降これを適用する。ただし、株主への割当てにかかる基準日

を定めた場合は、当該基準日（無償割当てにかかる基準日を定めた場合には、当該基準日。）の翌

日以降これを適用する。

ⅱ．株式の分割により普通株式を発行する場合。

　調整後の転換価額は、株式の分割にかかる基準日の翌日以降これを適用する。ただし、剰余金か

ら資本金に組入れられることを条件としてその部分をもって株式の分割により普通株式を発行

する旨取締役会で決議する場合で、当該剰余金の資本金組入れの決議をする株主総会の終結の日

以前の日を株式の分割にかかる基準日とする場合には、調整後の転換価額は、当該剰余金の資本

金組入れの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。なお、上記ただし書の場

合において、株式の分割にかかる基準日の翌日から当該剰余金の資本金組入れの決議をした株主

総会の終結の日までに転換の請求をなしたものに対しては、次の算式により算出された株式数の

普通株式を新たに発行する。

株式数 ＝
（調整前転換価額－調整後転換価額） ×

調整前転換価額により

当該期間内に発行された普通株式数

調整後転換価額

この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

ⅲ．下記ｅ．に定める時価を下回る価額をもって発行会社の普通株式の交付を請求できる証券の発

行もしくは処分（無償割当ての場合を含む。）、または、新株予約権の行使に際して出資される１

株当たりの財産の価額が下記ｅ．に定める時価を下回ることとなる新株予約権（新株予約権付

社債に付されたものを含む。）を発行（無償割当ての場合を含む。）する場合。

　調整後の転換価額は、その証券については、発行もしくは処分の効力発生日に、その新株予約権

については割当日（無償割当ての場合には効力発生日）に、ただし、株主への割当てにかかる基

準日がある場合にはその日に、発行される証券の全てについて普通株式の交付が請求されまたは

全ての新株予約権が当初の転換価額で転換されまたは当初の行使価額で行使されたものとみな

し、その証券については発行または処分の効力発生日の翌日以降、その新株予約権については割

当日（無償割当ての場合には効力発生日）の翌日以降、ただし、株主への割当てにかかる基準日

がある場合にはその日の翌日以降これを適用する。
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ｃ．発行会社は、上記ｂ．の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、取締役会

が適当と判断する転換価額の調整を行う。ただし、転換価額調整式による調整が行われる結果、調整

後の転換価額が調整前の転換価額を下回る場合に限り、下記ⅰ．乃至ⅲ．に掲げる各事由が生じて

いたとしても、本件優先株主全員の同意があるときは、転換価額の調整を行わないことができる。

ⅰ．株式の併合、資本の減少、新設分割、吸収分割、または合併のために転換価額の調整を必要とする

とき。

ⅱ．その他発行会社の普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の

調整を必要とするとき。

ⅲ．転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の

算出に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

ｄ．転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。

ｅ．転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額を適用する日（ただし、上記ｂ．ⅱ．ただし

書の場合は株主への割当てにかかる基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日（終値のない

日数を除く。）の株式会社東京証券取引所における発行会社の普通株式の普通取引の毎日の終値

（気配表示を含む。）の平均値とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、

その小数第２位を切り捨てる。

ｆ．転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主への割当てにかかる基準日がある場合はその

日、また、株主への割当てにかかる基準日がない場合は、調整後の転換価額を適用する日の１ヶ月前

の日における発行会社の発行済普通株式数から、当該日における発行会社の有する発行会社の普通

株式数を控除した数とする。

ｇ．転換価額調整式により算出された転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満にとどまるとき

は、転換価額の調整は行わないこととする。ただし、次に転換価額の調整を必要とする事由が発生し

調整後の転換価額を算出する場合は、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて、調整前転換価

額からこの差額を差引いた額を使用するものとする。

ハ．転換により交付すべき普通株式の数

本件優先株式の転換により交付すべき普通株式の数は、次のとおりとする。

転換により交付すべき普通株式数 ＝

本件優先株主が転換請求のために

提出した本件優先株式数 ×　発行価額

転換価額

交付すべき普通株式の数の算出に当たって１株未満の端数が生じたときはこれを切り捨て、現金に

よる調整は行わない。

　なお、本件優先株式について株式の併合または分割が実施された場合の転換により交付すべき普通

株式の数の計算にあたり、本件優先株式の１株の発行価額は、次の算式により調整し、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後発行価額 ＝
調整前発行価額　×　併合・分割前の本件優先株式数

併合・分割後の本件優先株式数

ニ．転換の効力は、転換請求書および本件優先株式の株券が発行会社に到着した時に発生する。ただし、本

件優先株式の株券が発行されない時は、株券の提出を要しない。

(5）新株引受権等

　発行会社は、本件優先株式には募集株式の割当てを受ける権利または募集新株予約権の割当てを受ける

権利を与えず、また、株式無償割当てまたは新株予約権無償割当ては行わない。

(6）優先順位

　優先配当の支払いならびに残余財産の分配の支払順位は同順位とする。
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（２）【新株予約権等の状況】

　平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりである。

株主総会の特別決議日（平成18年４月20日）

　
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個）　　　　　　　　（注）１ 1,986,066 1,984,898

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） 64,154 79,354

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）２ 1,360,002 1,359,205

新株予約権の行使時の払込金額（円）　（注）３ 115 同左

新株予約権の行使期間 平成19年４月１日～平成29年３月31日 同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 115

資本組入額　 115
同左

新株予約権の行使の条件 ①新株予約権の割当を受けた者は、権利行

使時においても、当社の取締役、執行役

員、職員または使用人の地位にあること

を要する。ただし、任期満了による退任、

定年退職その他正当な理由のある場合

で、当社の書面による同意を得た場合に

はこの限りではない。

②新株予約権の割当を受けた者に、定款も

しくは社内規則に違反する重大な行為

があった場合または法令に違反する重

大な行為があった場合等新株予約権の

発行の目的上、行使を認めることが相当

でないとされる事由として当社の取締

役会決議で定める事由が生じた場合は、

新株予約権を行使することができない。

③権利行使できる新株予約権の個数の上

限は以下のとおりとする。

Ａ）平成19年４月１日から平成20年３

月31日まで：割当個数の25％を上

限とする。

Ｂ）平成20年４月１日から平成21年３

月31日まで：割当個数の50％を上

限とする。

Ｃ）平成21年４月１日から平成22年３

月31日まで：割当個数の75％を上

限とする。

Ｄ）平成22年４月１日から平成29年３

月31日まで：割当個数の100％を上

限とする。

④新株予約権者が死亡した場合は、相続人

がこれを行使できる。

⑤その他の新株予約権の行使の条件は、当

社の取締役会決議に基づき、新株予約権

割当契約に定めるところによる。

同左

　

　

　

　

　

　

　

　

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の譲渡、質入その他の処分をす

る場合には、当社取締役会の承認を要す

る。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項
― ―

　（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、0.685株である。

２　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。かか

る調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数についてのみ

行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　調整後普通株式数＝調整前普通株式数×分割・併合の比率

EDINET提出書類

株式会社フジタ(E00314)

有価証券報告書

 23/114



　なお、当社が発行するＣ種優先株式を普通株式へ転換する場合、または、新株式を発行する場合（新株予約

権の行使により新株式を発行する場合は除く。）には、次の算式により目的となる株式の数を調整するもの

とする。また、自己株式の処分を行う場合には、次の算式において、「新規増加普通株式数」を「処分する株

式数」に読み替えて目的となる株式の数を調整するものとする。

　かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について

のみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後普通株式数 ＝ 調整前普通株式数 ×
既発行普通株式数＋新規増加普通株式数

既発行普通株式数

　以上のほか、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または当社が新

設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

３　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整の

結果生じる１円未満の端数については、これを切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

　また、新株予約権発行後、Ｃ種優先株式を普通株式へ転換する場合には、次の算式により行使価額を調整し、

調整の結果生じる１円未満の端数については、これを切り上げるものとする。

　 　 　 　
既発行普通株式数 ＋

新規増加普通株式数×１株あたり転換価額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
転換前の株価

既発行普通株式数＋新規増加普通株式数

　なお、時価を下回る価額で新株式を発行する場合（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除

く。）には、上記の算式において、「１株あたり転換価額」を「１株あたり払込金額」に、「転換前の株価」

を「新株発行前の株価」に読み替え、自己株式の処分を行う場合には、上記の算式において、「新規増加普通

株式数」を「処分する株式数」に、「１株あたり転換価額」を「１株あたり処分金額」に、「転換前の株

価」を「処分前の株価」にそれぞれ読み替えて行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数につい

ては、これを切り上げるものとする。

　以上のほか、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合、または当社が

新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はない。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金
残高

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成15年８月１日

（注）１
75,000 275,000 15,000 25,000 15,000 15,025

平成17年８月23日

（注）２
△255,000 20,000 △24,000 1,000 △14,775 250

平成17年９月29日

（注）３
68,888 88,888 20,500 21,500 20,500 20,750

平成17年９月29日

（注）４
－ 88,888 △7,500 14,000 △17,225 3,525

平成18年９月28日

（注）５
△14,000 74,888 － 14,000 － 3,525

平成18年11月10日

（注）６
－ 74,888 － 14,000 △2,000 1,525

平成19年６月29日

（注）７
△35,555 39,333 － 14,000 － 1,525

平成19年４月１日

～平成20年３月31日

（注）８

13 39,346 1 14,001 － 1,525

（注）１　平成15年７月11日開催の取締役会決議による株式会社三井住友銀行への第三者割当増資

Ａ種優先株式　50,000,000株　有償　発行価額400円　資本組入額200円

Ｂ種優先株式　25,000,000株　有償　発行価額400円　資本組入額200円

２　発行済株式総数残高および資本金残高の減少は、平成17年７月19日開催の臨時株主総会決議に基づく資本減

少および資本減少に伴う普通株式の併合ならびにＡ種、Ｂ種優先株式の無償強制消却によるものであり、資

本金減少額の24,000百万円は欠損の填補に充てた。資本準備金残高の減少は、同じく平成17年７月19日開催の

臨時株主総会決議に基づく資本準備金の減少であり、減少額14,775百万円は欠損の填補に充てた。

　３　平成17年６月８日の取締役会決議による平成17年９月29日付有限会社フジタ・ホールディングスへの第三者

割当増資 

普通株式　　　24,444,445株　有償　発行価額110円　資本組入額 55円

Ｃ種優先株式　44,444,445株　有償　発行価額862円　資本組入額431円

　４　資本金残高の減少は、平成17年７月19日開催の臨時株主総会決議に基づく第三者割当増資後の資本減少による

ものであり、資本金減少額のうち1,500百万円は欠損の填補に充て、残る5,999百万円はその他資本剰余金とし

た。資本準備金残高の減少は、同じく平成17年７月19日開催の臨時株主総会決議に基づく第三者割当増資後

の資本準備金の減少であり、減少額17,225百万円は欠損の填補に充てた。

　５　発行済株式総数の減少は、平成18年９月27日開催の臨時株主総会決議および同日開催の取締役会決議に基づ

き、特定の株主（有限会社フジタ・ホールディングスおよび株式会社ＡＣリアルエステート）から自己の株

式を取得し、消却したものである。

６　会社法第448条第１項の規定に基づき、平成18年９月27日開催の臨時株主総会決議により、資本準備金の額

3,525百万円を2,000百万円減少し、その他資本剰余金に振替えたものである。

７　平成19年６月28日開催の定時株主総会決議に基づき、Ｃ種優先株式の発行済株式の総数44,444,445株につい

て、５株を１株に併合することにより、8,888,889株としたものである。

８　新株予約権の行使による増加である。

９　平成20年４月１日から平成20年５月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が０千株、資

本金が０百万円増加している。
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（５）【所有者別状況】

①普通株式

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他
の法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） 1 14 17 280 33 7 14,792 15,144 －

所有株式数

（単元）
4 7,976 4,228 166,750 3,362 45 114,270 296,635 794,119

所有株式数の

割合（％）
0.00 2.69 1.43 56.21 1.13 0.02 38.52 100 －

　（注）１　自己株式54,716株は、「個人その他」に547単元及び「単元未満株式の状況」に16株を含めて記載している。

２　証券保管振替機構名義株式54,510株は、「その他の法人」に545単元及び「単元未満株式の状況」に10株を含

めて記載している。

②Ｃ種優先株式

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数20株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他
の法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － － － 1 － － － 1 －

所有株式数

（単元）
－ － － 444,444 － － － 444,444 9

所有株式数の

割合（％）
－ － － 100 － － － 100 －
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（６）【大株主の状況】

①普通株式

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

有限会社　フジタ・ホールディングス 東京都港区六本木６－10－１ 13,664 44.86

エル・ビー・シー有限会社 東京都港区六本木６－10－１ 2,150 7.06

フジタ従業員持株会 東京都渋谷区千駄ヶ谷４－25－２ 984 3.23

フジタ協力会社持株会 東京都渋谷区千駄ヶ谷４－25－２ 632 2.08

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内１－９－１ 358 1.18

株式会社　三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 356 1.17

遠藤　四郎 東京都稲城市 300 0.98

渡邊　裕司 東京都新宿区 269 0.89

昭和企画株式会社 東京都港区新橋２－７－１ 200 0.66

渡邊　恵美 東京都港区 184 0.60

計 － 19,101 62.71

（注）前事業年度末において主要株主であった株式会社ＡＣリアルエステートは、当事業年度末現在では主要株主でなく

なった。

②Ｃ種優先株式

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

有限会社　フジタ・ホールディングス 東京都港区六本木６－10－１ 8,888 100.00

計 － 8,888 100.00
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 Ｃ種優先株式 8,888,880 －
優先株式の内容は、(1）株式の総

数等　②発行済株式を参照。

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式        54,700
－

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式

（相互保有株式）

普通株式           200
－ 同上

完全議決権株式（その他） 普通株式    29,608,600 296,086 （注）１　  同上

単元未満株式

普通株式       794,119 －
一単元（100株）未満の株式

（注）２

Ｃ種優先株式　　     9　　 －

一単元（20株）未満の株式

優先株式の内容は、(1）株式の総

数等　②発行済株式を参照。

発行済株式総数 39,346,508 － －

総株主の議決権 － 296,086 －

　（注）１　「完全議決権株式（その他）」の「株式数」欄および「議決権の数」欄には、証券保管振替機構名義の株式が

54,500株（議決権545個）含まれている。

２　「単元未満株式」の「株式数」欄には、当社所有の自己株式16株および証券保管振替機構名義の株式10株が

含まれている。

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式） 　     

㈱フジタ 渋谷区千駄ヶ谷４－25－２ 54,700 － 54,700 0.14

（相互保有株式） 　     

中国生コンクリート㈱ 広島市南区出島２－１－69 200 － 200 0.00

計 － 54,900 － 54,900 0.14
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（８）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用している。

　当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、当社の取締役、執行役員およ

び職員ならびに当社取締役会の決議により特に指定された当社の取締役、執行役員および使用人に対して特に有

利な条件をもって新株予約権を発行することを平成18年４月20日開催の臨時株主総会において特別決議された

ものである。

　当該制度の内容は次のとおりである。

決議年月日 平成18年４月20日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役　　　　 4

当社執行役員　　　16

当社職員　　　 2,389

当社取締役会の決議により特に指定された当社使用人 261

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得および会社法第155条第７号に該当する普通株式

の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

株主総会（平成18年９月27日）での決議状況

（取得期間　平成18年９月27日～平成19年９月26日）
17,000,000 7,633,000,000

当事業年度前における取得自己株式 14,000,000 6,286,000,000

当事業年度における取得自己株式 ― ―

残存授権株式の総数及び価額の総額 3,000,000 1,347,000,000

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 17.6 17.6

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合（％） 17.6 17.6

（注）当臨時株主総会において、特定の株主（有限会社フジタ・ホールディングスおよび株式会社ＡＣリアルエステー

ト）から自己の株式を取得する枠を設定することを決議しております。上記の株式数および価額の総額は両社の

合計であり、各相手方からの取得状況は以下のとおりです。

①有限会社フジタ・ホールディングス

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

株主総会（平成18年９月27日）での決議状況

（取得期間　平成18年９月27日～平成19年９月26日）
13,000,000 5,837,000,000

当事業年度前における取得自己株式 10,780,000 4,840,220,000

当事業年度における取得自己株式 ― ―

残存授権株式の総数及び価額の総額 2,220,000 996,780,000

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 17.1 17.1

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合（％） 17.1 17.1

②株式会社ＡＣリアルエステート

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

株主総会（平成18年９月27日）での決議状況

（取得期間　平成18年９月27日～平成19年９月26日）
4,000,000 1,796,000,000

当事業年度前における取得自己株式 3,220,000 1,445,780,000

当事業年度における取得自己株式 ― ―

残存授権株式の総数及び価額の総額 780,000 350,220,000

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 19.5 19.5

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合（％） 19.5 19.5

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。
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（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 20,836 7,150,594

当期間における取得自己株式 1,144 285,906

（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取得

自己株式
― ― ― ―

その他

（単元未満株式の売渡請求による売渡）
9,690 3,202,458 418 103,252

保有自己株式数 54,716 － 55,442 －

（注）当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の売

渡請求により売渡した株式数は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、会社の業績に裏付けられた利益配分を行うとともに、株主資本を充実させ、経営基盤の一層の強化を図るこ

とを基本方針としております。

　また、機動的な資本政策が行えるよう、「剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に

別段の定めのある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める」旨、ならびに「期末配当（Ｃ

種優先配当を含む。）の基準日は、毎年３月31日とする」旨、「中間配当（Ｃ種優先配当を含む。）の基準日は、毎年９

月30日とする」旨および期末配当、中間配当のほか「基準日を定めて剰余金の配当を行うことができる」旨定款に定

めております。

　剰余金の配当の回数につきましては、当社の業績と当社を取り巻く経営環境を勘案し、期末配当の年１回とすること

を基本方針とし、その決定機関は、定款の定めにより取締役会としております。

　当事業年度の普通株式の期末配当につきましては、上記の方針に基づき１株につき１円、Ｃ種優先株式の期末配当に

つきましては、Ｃ種優先株式の発行に際して予め定めております配当年率および参加条項により算出した金額とする

ことを決定いたしました。

　内部留保資金の使途につきましては、経営基盤の一層の強化および今後の事業展開に備えた研究開発や設備投資に

活用する予定であります。

　なお、当事業年度にかかる剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成20年５月27日

取締役会決議

普通株式 30 1.00

 Ｃ種優先株式

優先配当金 

 参加条項による配当金

 

2,033

346

 

228.82

39.00

 合計 ― 2,411 ―

（注）Ｃ種優先株式の１株当たり配当額は、銭単位未満を四捨五入しております。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 148 179
169

※1,340
1,035 441

最低（円） 39 100
82

※924
353 229

　（注）１　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものである。

２　平成17年８月23日に普通株式10株を１株に併合しており、※は併合後の株価を示している。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 389 383 339 302 300 275

最低（円） 319 304 282 230 253 229

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものである。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役会長 代表取締役 田 代　　 徹
昭和22年

８月18日生

昭和46年４月 フジタ工業㈱入社

注４

普通株式

5,360
Ｃ種優先株式

0

平成14年10月 当社執行役員九州支店長

平成16年６月 当社常務執行役員九州支店長

平成17年４月 当社常務執行役員建築本部長

平成17年６月 当社常務取締役建築本部長

平成19年４月 当社専務取締役

平成20年４月 当社代表取締役会長（現任）

取締役社長 代表取締役　 上 田　卓 司
昭和26年

１月17日生

昭和48年４月 フジタ工業㈱入社

注４

普通株式

1,520
Ｃ種優先株式

0

平成16年11月 当社都市再生推進本部長

平成17年６月 当社執行役員都市再生推進本部長

平成20年４月 当社社長執行役員

平成20年６月 当社代表取締役社長（現任）

取締役副社長 代表取締役　 中 東　　 耕
昭和25年

12月15日生

昭和49年６月 フジタ工業㈱入社

注４

普通株式

4,320
Ｃ種優先株式

0

平成15年６月 当社執行役員経理・財務副担当

平成16年４月 当社執行役員経営・財務本部長

平成17年４月 当社執行役員経営本部長

平成17年６月 当社代表取締役専務経営本部長

平成19年４月 当社代表取締役副社長（現任）

取締役副社長 　 楢 葉　徹 雄
昭和35年

４月25日生

昭和61年６月 ㈱福武書店入社

注４

普通株式

1,200
Ｃ種優先株式

0

平成６年10月 マッキンゼー・アンド・カンパニー入社

平成11年10月 ゴールドマン・サックス証券会社入社

平成16年12月 同社マネージング・ディレクター

平成18年２月 三洋電機㈱取締役副社長（社外取締役）

平成18年６月 同社代表取締役副社長兼副社長執行役員

平成18年10月 ゴールドマン・サックス証券㈱

マネージング・ディレクター（現任）

平成19年６月 当社取締役副社長（現任）

常務取締役 　 小 林　幹 雄
昭和23年

１月２日生

昭和45年４月 ㈱藤田組入社

注４

普通株式

4,850
Ｃ種優先株式

0

平成14年10月 当社執行役員首都圏事業本部

首都圏土木支店長

平成17年４月 当社執行役員土木本部長

平成17年６月 当社常務取締役土木本部長

平成19年４月 当社常務取締役（現任）

常務取締役 　 飯 田　光 一
昭和27年

４月27日生

昭和51年４月 ㈱三井銀行入行

注４

普通株式

2,500
Ｃ種優先株式

0

平成９年１月 ㈱さくら銀行代々木支店長

平成11年３月 同行日本橋営業第３部詰

平成13年４月 ㈱三井住友銀行法人審査第二部

上席審査役

平成14年10月 同行新宿通法人営業部長

平成16年５月 同行新宿法人営業第二部長

平成17年６月 同行資産監査部長

平成18年５月 当社顧問

平成18年６月 当社常務取締役（現任）

取締役 　 土 屋　達 朗
昭和28年

11月30日生

昭和54年４月 フジタ工業㈱入社

注４

普通株式

1,061
Ｃ種優先株式

0

平成17年６月 当社執行役員経営本部副本部長兼

経営企画部長兼法務部長

平成18年４月 当社執行役員経営本部副本部長

平成19年４月 当社執行役員経営本部長

平成20年６月 当社取締役兼常務執行役員

経営本部長（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役　 非常勤 日 野　正 晴
昭和11年

１月９日生

昭和36年３月 司法修習生終了

注４

普通株式

0
Ｃ種優先株式

0

平成元年６月 盛岡地方検察庁検事正

平成２年８月 最高検察庁（公安部）検事

平成５年７月 最高検察庁公安部長

平成６年11月 法務総合研究所長

平成８年６月 仙台高等検察庁検事長

平成９年２月 名古屋高等検察庁検事長

平成10年６月 金融監督庁長官

平成12年７月

　

金融庁長官　

平成13年１月

　

金融庁顧問　

平成13年２月

　

弁護士登録

平成20年６月 当社社外取締役（現任）

取締役　 非常勤　 髙 梨　智 弘
昭和20年

８月16日生

昭和45年４月 アーサーヤング会計事務所

東京オフィス入所

注４

普通株式

0
Ｃ種優先株式

0

昭和61年７月 アーサーヤングコンサルティング㈱

代表取締役社長

平成２年７月 アーンストアンドヤングケース

テクノロジー㈱代表取締役社長

平成５年４月 朝日コンサルティング㈱

代表取締役社長

平成５年７月 朝日監査法人（現あずさ監査法人）

代表社員

平成７年４月 ㈱日本総合研究所理事

平成20年４月

　

㈱日本総合研究所フェロー（現任）

平成20年６月 当社社外取締役（現任）

取締役　 非常勤　 吉田　千之輔
昭和15年

７月14日生

昭和38年４月 ㈱三井銀行入行

注４

普通株式

0
Ｃ種優先株式

0

平成３年６月 ㈱太陽神戸三井銀行取締役

平成７年６月 ㈱さくら銀行常務取締役

平成９年６月 同行専務取締役

平成10年６月 山種証券㈱代表取締役

平成11年６月 同社代表取締役社長

平成12年４月 さくらフレンド証券㈱代表取締役社長

平成15年４月 ＳＭＢＣフレンド証券㈱特別顧問

平成17年７月 当社社外取締役（現任）

取締役 非常勤　 小 野　種 紀
昭和31年

10月15日生

昭和62年１月 ニューヨーク州弁護士登録

注４

普通株式

0
Ｃ種優先株式

0

昭和63年９月 サリヴァン・アンド・クロムウェル

法律事務所入所

平成９年７月 ゴールドマン・サックス証券会社入社

平成12年11月 同社マネージング・ディレクター

平成17年７月 当社社外取締役（現任）

平成18年10月 ゴールドマン・サックス証券㈱

マネージング・ディレクター（現任）

取締役 非常勤　

Ankur Sahu

アンクル・サ

フ

昭和44年

10月18日生

平成３年８月 松下電器産業㈱入社

注４

普通株式

0
Ｃ種優先株式

0

平成７年６月 モトローラ・インク入社

平成10年10月 ゴールドマン・サックス・アンド・

カンパニー入社

平成12年６月 同社ヴァイス・プレジデント

平成17年７月 当社社外取締役（現任）

平成17年８月 (有)フジタ・ホールディングス

取締役（現任）

平成17年８月 (有)クレインホールディングス

取締役（現任）

平成17年11月 ゴールドマン・サックス証券会社

マネージング・ディレクター

平成17年11月 オーシャンズ・ホールディングス(有)

取締役（現任）

平成18年10月 ゴールドマン・サックス証券㈱

マネージング・ディレクター（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 非常勤　 河 野　公 泰
昭和46年

１月30日生

平成６年11月 朝日監査法人入所

注４

普通株式

0
Ｃ種優先株式

0

平成10年３月 公認会計士登録

平成13年１月 ゴールドマン・サックス証券会社入社

平成17年12月 同社ヴァイス・プレジデント

平成18年６月 当社社外取締役（現任）

平成18年10月 ゴールドマン・サックス証券㈱

ヴァイス・プレジデント（現任）

監査役 常勤　 柿 川　義 一
昭和23年

１月19日生

昭和45年４月 ㈱藤田組入社

注５ 

普通株式

2,210
Ｃ種優先株式

0

平成14年10月 当社執行役員首都圏事業本部

関東支店長

平成15年４月 当社執行役員横浜支店長

平成18年４月 当社顧問

平成18年６月 当社監査役（現任）

監査役 非常勤　 濵　 　邦 久
昭和９年

12月２日生

昭和34年３月 司法修習生終了

注６ 

普通株式

0
Ｃ種優先株式

0

昭和63年４月 盛岡地方検察庁検事正

平成元年６月 最高検察庁検事

平成３年12月 法務省刑事局長

平成５年12月 法務事務次官

平成８年１月 東京高等検察庁検事長

平成９年12月 弁護士登録

平成16年６月 当社社外監査役（現任）

監査役 非常勤　 布 施　誠 司
昭和13年

２月３日生

昭和38年４月 司法修習生終了

注７ 

普通株式

0
Ｃ種優先株式

0

昭和38年４月 弁護士登録

昭和38年４月 稲葉修法律事務所入所

昭和61年７月 布施法律事務所開設

平成19年６月 当社社外監査役（現任）

監査役 非常勤　 松 村　俊 夫
昭和18年

３月12日生

昭和47年10月 公認会計士登録

注８ 

普通株式

0
Ｃ種優先株式

0

平成３年８月 太田昭和監査法人（現新日本監査法人）

代表社員

平成19年６月 新日本監査法人退職

平成19年７月 ㈱電業社機械製作所社外監査役（現任）

平成19年７月

　

内外テック㈱社外監査役（現任）

平成20年７月 当社社外監査役（就任予定）

　 　 　 　 計 　

普通株式

23,021
Ｃ種優先株式

0

　（注）１　取締役　日野正晴、髙梨智弘、吉田千之輔、小野種紀、アンクル・サフおよび河野公泰は、会社法第２条第15号に

定める社外取締役である。

２　監査役　濵　邦久、布施誠司および松村俊夫は、会社法第２条第16号に定める社外監査役である。

３　取締役　田代　徹、上田卓司、中東　耕、楢葉徹雄、小林幹雄、飯田光一、土屋達朗、日野正晴および髙梨智弘は、当

社定款第26条に定める甲種取締役である。取締役　吉田千之輔、小野種紀、アンクル・サフおよび河野公泰は、

当社定款第26条に定める乙種取締役である。

４　平成20年６月27日から選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の

　　　　　　　　　　　時まで

５　平成18年６月29日から選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の

　　時まで

６　平成20年６月27日から選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の

時まで

７　平成19年６月28日から選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の

時まで　

８　平成20年７月１日から選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の

時まで
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ご参考　執行役員について

　当社は執行役員制を導入している。

　執行役員は、取締役会で選任され、業務執行上の権限を代表取締役から委譲を受け、担当業務の業務執行責任者として、

取締役会の決定した経営方針に則り、その実現のために業務戦略を立案・実行するものである。

　※は取締役兼務者である。

役名・職名 氏名 役名・職名 氏名

常務執行役員経営本部長　※ 土　屋　達　朗 執行役員名古屋支店長 鳥　井　秀　喜

常務執行役員管理本部長 大　平　克　之 執行役員関東支店長 朝　田　　　泰

常務執行役員東京支店長 白　井　元　之 執行役員横浜支店長 中　井　博　正

常務執行役員営業本部長 浅　野　達　夫 執行役員大阪支店長 好　井　康　則

常務執行役員土木本部長 早　坂　健　司 執行役員広島支店長 向　井　和　美

常務執行役員建築本部長 久　野　道　夫 執行役員東北支店長 岩　佐　龍　也

執行役員調達本部長 大　西　章　喜 執行役員都市再生推進本部長 山　根　雅　利

執行役員土木本部副本部長 林　　　和　郎 執行役員安全・品質・環境本部長 知　久　榮　一

執行役員営業本部副本部長 奥　村　洋　治 執行役員技術センター所長 小　林　勝　已

執行役員九州支店長 星　野　順　二 執行役員都市再生推進本部副本部長 藤　井　正　裕
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

　当社は、利益を追求し企業価値を高めることにより、株主に対して利益を還元していくことを基本とし、これらを実

現するため経営上の組織・仕組を改革し、迅速さ・公正さ・透明さを確保した経営を進めていくことを、経営上の最

も重要な課題と考えている。

　なお、文中では有価証券報告書提出日現在における状況を記載している。

(1）会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況等

①会社の機関の基本説明

　当社の取締役は３名以上９名以下の甲種取締役および１名以上13名以下の乙種取締役とし、乙種取締役は社外

取締役とする。その選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行い、累積投票によらないものとする旨定款で定めており、取締役は13名（う

ち社外取締役６名）である。　

　当社の取締役会は、上記取締役で構成され、会社の運営に関する基本方策の樹立に関する事項、年次事業計画に

関する事項およびその他重要な業務執行について決定するとともに、業務の執行状況を監督する。それと同時に、

その他取締役会付議事項以外の業務執行上の重要事項を決定するため、経営会議を定期的に開催し、経営の迅速

さを確保している。

　当社は、機動的な資本政策が行えるようにする等のため、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事

項については、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定

款に定めている。

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めており、

これは株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とし

ている。

　当社は、執行役員制度を導入しており、取締役会により選任された執行役員が、業務執行上の権限を代表取締役

から委譲を受け、担当業務の業務執行責任者として、取締役会の決定した経営方針に則り、その実現のため、業務

戦略を立案・実行し、代表取締役を補佐している。

　当社は、監査役設置会社および監査役会設置会社である。監査役は３名（うち社外監査役２名）で構成されてお

り、取締役会、経営会議をはじめとした各種会議、委員会等に参加し、取締役の業務執行を監視する体制をとって

いる。なお、監査体制の充実強化をはかるため、平成20年７月１日より１名増員し、監査役は４名（うち社外監査

役３名）となる。

　内部監査については、監査部の５名が業務監査を実施しており、結果を経営会議に報告している。また、監査部の

３名が財務報告に係る内部統制の評価を担当している。会計監査については、会計監査人である新日本監査法人

が行っている。

　監査役、監査部及び会計監査人は、連携して、監査の実効性を高めている。会計監査の監査業務は、新日本監査法

人業務執行社員矢部雅弘氏、野間武氏および関口茂氏の３名が、公認会計士３名およびその他２名の補助者とと

もに担当している。

　また、当社は複数の顧問弁護士と顧問契約を結んでおり、経営活動に関して、さまざまな視点から法律的なコン

トロールが働く体制をとっている。

②内部統制システムの整備の状況

　当社は、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の

適正を確保するために必要なものとして、次に掲げる体制を整備していく。（会社法　第362条第４項第６号）

《会社法施行規則　第100条》

１．取締役の職務執行に係る情報の保存および管理に関する体制（第１項第１号）

・当社は、取締役の職務執行に係る情報は、取締役会規程、文書規程およびフジタグループ内部者取引防止規程

に従い、適切に保存および管理していく。

２．損失の危険の管理に関する規程その他の体制（第１項第２号）

・当社は、リスク対策室を設置し、リスク対策基本方針に基づき、当社を取り巻くリスクに関する管理体制の確

立に努めていく。

・当社は、情報セキュリティ委員会を設置し、フジタグループ情報セキュリティ規程ならびにフジタグループ

個人情報保護規程に基づき、情報リスクに関する管理体制の確立に努めていく。

・当社は、災害対策本部を設置し、フジタ防災基本計画に基づき、災害リスクに関する管理体制の確立に努めて

いく。
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・当社は、建設工事受注および不動産事業推進について、各種基準に基づき、リスクを分析・検証し、必要に応

じて専門家の意見を聴取し、職務権限に則って適正に審議・決議する体制をとっていく。

３．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制（第１項第３号）

・当社は、取締役会において、会社の運営に関する基本方策の樹立に関する事項、年次事業計画に関する事項お

よびその他重要な業務執行について決定するとともに、業務の執行状況を監督していく。

・当社は、取締役会付議事項以外の業務執行上の重要事項を決定するため、経営会議を定期的に開催し、経営の

迅速さを確保していく。

・当社は、執行役員制度を導入し、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離して経営の効率化を図っ

ていく。

・当社は、取締役会ならびに各執行機関の意思決定事項等について、環境マネジメントシステムに則り、速やか

に指示し報告する体制をとっていく。

４．使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制（第１項第４号）

・当社は、フジタグループ企業行動憲章を制定し、関係会社を含めた企業活動における自己責任の強化や公共

性・倫理性の一層の向上を目指していく。

・当社は、弁護士等有識者を構成員に含めたコンプライアンス委員会を設置し、企業活動における法令遵守、公

正性、倫理性を確保していく。

・当社は、複数の顧問弁護士と顧問契約を結び、経営活動に関して、さまざまな視点から法律的なコントロール

が働く体制をとっていく。

５．株式会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

（第１項第５号）

・当社は、関連事業部を設置し、関係会社を統括し、グループ全体の経営効率化・収益力強化を図る体制をとっ

ていく。

・当社は、関係会社に関する重要な意思決定について、取締役会ならびに各執行機関において審議・決議する

体制をとっていく。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項（第３項

第１号）

・当社は、監査役監査の実効性を高め、監査を円滑に遂行するために、監査役室を設置するなど、監査役監査基

準に基づく監査役監査を支援・整備する体制をとっていく。

７．上記６における使用人の取締役からの独立性に関する事項（第３項第２号）

・当社は、監査役の職務を補助すべき使用人の人事評価および人事異動に関して、監査役会の意見を必要とし、

取締役からの独立性を確保していく。

８．取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制（第３項第３

号）

・当社は、取締役会、経営会議に監査役が出席し、取締役の業務執行を監視する体制をとっていく。

・当社は、取締役会および経営会議の決議事項に関して、稟議書ならびに議事録および関連資料をもって、それ

を監査役に報告していく。

・当社は、監査役が報告を求めた場合は、取締役会ならびに各執行機関がそれに対応する体制をとっていく。

９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制（第３項第４号）

・当社は、監査のため必要あるときは、監査役に、公認会計士、弁護士その他の専門家に依頼する機会を確保し

ていく。

・当社は、監査役会と代表取締役が定期的に会合をもち、会社の経営方針を確認するとともに、会社が対処すべ

き課題、監査上の重要課題および事業リスク等について意見交換を行っていく。

③社外取締役および社外監査役との関係

　当社の社外取締役であるアンクル・サフ氏は、当社の親会社である有限会社フジタ・ホールディングスの取締

役を兼任している。親会社と当社の間に、金銭等の貸借関係、保証・被保証関係等の財務取引、ライセンス等の供

与および設備等の賃貸関係等の営業取引は一切ない。

　また、その他の社外取締役および社外監査役と当社の間に、財務取引および営業取引は一切ない。
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④会社の機関・内部統制システムに関する模式図

(2）リスク管理体制の整備の状況

　上記「(1）会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況等　②　内部統制システムの整備の状況　２．損

失の危険の管理に関する規程その他の体制」に記載のとおり。
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(3）役員報酬の内容

　当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の総額は以下のとおりである。

取締役　７名 109百万円　（うち社外　１名　６百万円）

監査役　３名　20百万円　（うち社外　２名　８百万円）

　（注）１　取締役の報酬額は、月額30百万円以内としている。

２　監査役の報酬額は、月額４百万円以内としている。

３　事業年度の末日における取締役は12名、監査役は３名である。このうち社外取締役６名中５名に対し

て報酬等を支払っていない。

４　上記には、平成19年６月28日をもって退任した監査役１名の報酬額は含んでいない。

(4）監査報酬の内容

　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額は以下のとおりである。

①当社および連結子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額　　69百万円

②上記①の合計額のうち、公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条

　第１項の業務（監査証明業務）の対価としての報酬等の額　　　　　　　　67百万円 

③上記②以外の業務（非監査業務）の対価としての報酬等の額　　　　　　　 1百万円

④上記②のうち、当社が支払うべき会計監査人としての報酬等の額　　　　　59百万円

　（注）１　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の

監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、④の金額はこれらの合計額を記載し

ている。

２　非監査業務の内容は、財務報告に係る内部統制の評価および監査に対応するための準備作業に係る助

言業務である。

（5）責任免除について

　当社定款においては、当社が期待する役割を十分に発揮しうる環境を整えるため、任務を怠ったことによる取締

役、監査役および会計監査人（取締役、監査役および会計監査人であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限

度において、取締役会決議によって免除することができる旨定めている。

（6）責任限定契約について

　当社定款においては、独立性の高い有用な人材を迎えられるよう、社外取締役、社外監査役および会計監査人との

間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任について、会社法第425条第１項各号に規定する金額の合計額に限定

する契約を締結することができる旨定めているが、社外取締役、社外監査役および会計監査人との間に責任限定契

約を締結していない。

（7）会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社都合の場合の他、会計監査人が会社法・公認会計士法等の法令に違反・抵触した場合および公序良俗に反す

る行為があったと判断した場合、監査役会は、当該会計監査人の解任または不再任の検討を行う。解任または不再

任が妥当と判断した場合は、取締役会に対して会計監査人の解任または不再任を株主総会の付議議案とすること

を取締役会に請求し、取締役会はそれを審議する。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じ

て記載している。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ている。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）

により作成している。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則及び建設業法施行

規則に基づき、当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則及び建設

業法施行規則に基づいて作成している。

２　監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、並びに、金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の

連結財務諸表及び当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、新日本監査法人

により監査を受けている。

EDINET提出書類

株式会社フジタ(E00314)

有価証券報告書

 41/114



１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１　現金預金 ※２  56,443   62,190  

２　受取手形・
完成工事未収入金等

※５  110,390   82,271  

３　有価証券 　  11   1  

４　販売用不動産 ※２  877   5,569  

５　未成工事支出金 　  15,692   9,816  

６　その他のたな卸資産 ※２  3,573   1,735  

７　繰延税金資産 　  3,307   3,580  

８　未収入金 　  14,169   －  

９　その他 ※２　  2,998   11,700  

貸倒引当金 　  △386   △162  

流動資産合計 　  207,078 85.6  176,704 84.7

Ⅱ　固定資産 　       

１　有形固定資産 　       

(1）建物・構築物 ※２  15,791   15,079  

(2）機械・運搬具・
工具器具・備品

　  13,081   12,570  

(3）土地 　  12,417   11,816  

減価償却累計額 　  △18,226   △18,083  

有形固定資産合計 　  23,064 9.5  21,382 10.2

２　無形固定資産 　  625 0.3  526 0.3

３　投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 ※１  5,647   4,828  

(2）長期貸付金 　  5,022   4,944  

(3）繰延税金資産 　  84   128  

(4）その他 ※２　  7,359   6,687  

貸倒引当金 　  △7,060   △6,470  

投資その他の資産合計 　  11,054 4.6  10,119 4.8

固定資産合計 　  34,744 14.4  32,028 15.3

資産合計 　  241,823 100  208,733 100
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１　支払手形・工事未払金等 ※５  142,705   118,862  

２　短期借入金 ※２  244   244  

３　未払法人税等 　  338   479  

４　未成工事受入金 　  23,059   16,789  

５　開発事業等受入金 　  1,453   555  

６　工事損失引当金 　  572   302  

７　完成工事補償引当金 　  774   1,071  

８　賞与引当金 　  1,275   1,395  

９　事業再構築引当金 　  1,718   －  

10　預り金 　  17,759   －  

11　その他 　  3,312   8,294  

流動負債合計 　  193,214 79.9  147,995 70.9

Ⅱ　固定負債 　       

  １　社債 ※２　  －   3,800  

２　長期借入金 ※２  3,084   2,659  

３　繰延税金負債 　  187   1  

４　退職給付引当金 　  11,906   12,584  

５　事業再構築引当金 　  4,334   4,327  

６　その他 　  836   750  

固定負債合計 　  20,348 8.4  24,123 11.6

負債合計 　  213,563 88.3  172,118 82.5

　 　       

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金 　  14,000 5.8  14,001 6.7

２　資本剰余金 　  3,217 1.3  3,216 1.5

３　利益剰余金 　  8,700 3.6  17,101 8.2

４　自己株式 　  △18 △0.0  △21 △0.0

株主資本合計 　  25,898 10.7  34,297 16.4

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１　その他有価証券評価差額金 　  443 0.2  110 0.0

２　繰延ヘッジ損益 　  △2 △0.0  △31 △0.0

３　為替換算調整勘定 　  76 0.0  112 0.1

評価・換算差額等合計 　  517 0.2  191 0.1

Ⅲ　少数株主持分 　  1,844 0.8  2,126 1.0

純資産合計 　  28,260 11.7  36,614 17.5

負債純資産合計 　  241,823 100  208,733 100
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②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　       

１　完成工事高 　 324,078   322,586   

２　開発事業等売上高 　 27,210 351,288 100 27,524 350,110 100

Ⅱ　売上原価 　       

１　完成工事原価 　 300,811   297,452   

２　開発事業等売上原価 　 23,401 324,212 92.3 23,791 321,244 91.8

売上総利益 　       

完成工事総利益 　 23,266   25,134   

開発事業等総利益 　 3,809 27,075 7.7 3,732 28,866 8.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1,2  17,748 5.0  18,628 5.3

営業利益 　  9,327 2.7  10,238 2.9

Ⅳ　営業外収益 　       

１　受取利息 　 373   158   

２　受取配当金 　 50   93   

３　負ののれん償却額 　 153   23   

４　持分法による投資利益 　 79   57   

５　その他 　 76 734 0.2 59 392 0.1

Ⅴ　営業外費用 　       

１　支払利息 　 153   204   

２　為替差損 　 －   508   

３　退職給付会計変更時差異
償却額

　 1,004   1,000   

４　その他 　 458 1,616 0.5 401 2,115 0.6

経常利益 　  8,444 2.4  8,515 2.4
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益 　       

１　貸倒引当金戻入益 　 248   243   

２　固定資産売却益 ※３ 1   1   

３　投資有価証券売却益 　 2   163   

４　関係会社清算益 　 150   －   

５　遅延損害金等 　 －   3,454   

６　その他 　 53 457 0.1 67 3,931 1.1

Ⅶ　特別損失 　       

１　固定資産売却損 ※４ 12   110   

２　固定資産除却損 ※５ 23   24   

３　減損損失  ※６ 28   406   

４　投資有価証券評価損 　 197   －   

５　関係会社株式売却損 　 224   －   

６　補償関連特別費用 　 592   1,131   

７　その他 　 506 1,586 0.4 96 1,769 0.5

税金等調整前当期純利益 　  7,315 2.1  10,677 3.0

法人税、住民税及び事業税 　 328   283   

法人税等調整額 　 △336 △8 △0.0 △275 7 0.0

少数株主利益 　  － －  36 0.0

少数株主損失 　  190 0.0  － －

当期純利益 　  7,514 2.1  10,633 3.0
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

14,000 9,524 3,342 △35 26,831

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（注）   △2,156  △2,156

当期純利益   7,514  7,514

自己株式の取得    △6,296 △6,296

自己株式の処分  △1  6 5

自己株式の消却  △6,306  6,306 －

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ △6,307 5,357 16 △933

平成19年３月31日　残高
（百万円）

14,000 3,217 8,700 △18 25,898

　 評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

403 － △160 242 2,646 29,720

連結会計年度中の変動額       

剰余金の配当（注）      △2,156

当期純利益      7,514

自己株式の取得      △6,296

自己株式の処分      5

自己株式の消却      －

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

40 △2 236 274 △801 △526

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

40 △2 236 274 △801 △1,460

平成19年３月31日　残高
（百万円）

443 △2 76 517 1,844 28,260

 （注）平成18年６月29日の定時株主総会における利益処分項目である。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

14,000 3,217 8,700 △18 25,898

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 1    1

剰余金の配当   △2,232  △2,232

当期純利益   10,633  10,633

自己株式の取得    △7 △7

自己株式の処分  △0  4 3

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

1 △0 8,401 △3 8,398

平成20年３月31日　残高
（百万円）

14,001 3,216 17,101 △21 34,297
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　 評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

443 △2 76 517 1,844 28,260

連結会計年度中の変動額       

新株の発行      1

剰余金の配当      △2,232

当期純利益      10,633

自己株式の取得      △7

自己株式の処分      3

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△332 △29 36 △325 281 △44

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△332 △29 36 △325 281 8,354

平成20年３月31日　残高
（百万円）

110 △31 112 191 2,126 36,614
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　   

税金等調整前当期純利益 　 7,315 10,677

減価償却費 　 1,031 1,055

減損損失 　 28 406

貸倒引当金の増加・減少（△）額 　 △521 △814

退職給付引当金の増加・減少（△）額 　 950 678

事業再構築引当金の増加・減少（△）額 　 △10,435 △1,725

有価証券・投資有価証券売却損・益（△） 　 △2 △163

投資有価証券評価損 　 197 －

関係会社株式売却損・益（△） 　 224 －

関係会社清算損・益（△） 　 △150 －

有形固定資産売却損・益（△） 　 11 108

有形固定資産除却損 　 23 20

受取利息及び受取配当金 　 △424 △251

支払利息 　 153 204

売上債権の減少・増加（△）額 　 △7,727 24,590

未成工事支出金の減少・増加（△）額 　 △1,857 5,876

たな卸資産の減少・増加（△）額 　 △558 △2,853

仕入債務の増加・減少（△）額 　 12,359 △23,930

未成工事受入金の増加・減少（△）額 　 7,025 △6,289

開発事業等受入金の増加・減少（△）額 　 928 △898

その他 　 2,688 △2,273

小計 　 11,262 4,416

利息及び配当金の受取額 　 586 251

利息の支払額 　 △234 △192

法人税等の支払額 　 △383 △292

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 11,230 4,183

　 　   
 

EDINET提出書類

株式会社フジタ(E00314)

有価証券報告書

 48/114



　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　   

定期預金の純減少・増加（△）額 　 △18 421

有形固定資産の取得による支出 　 △231 △423

有形固定資産の売却による収入 　 146 665

投資有価証券の取得による支出 　 △214 △1

投資有価証券の売却による収入 　 22 466

貸付けによる支出 　 △80 △23

貸付金の回収による収入 　 149 101

連結範囲の変更を伴う関係会社株式の
売却による収入

※２ 734 －

その他 　 △114 △67

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 394 1,139

　 　   

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　   

社債の発行による収入 　 － 3,723

長期借入金の借入による収入 　 180 1,356

長期借入金の返済による支出 　 △244 △1,781

株式の発行による収入 　 － 1

配当金の支払額 　 △2,155 △2,231

少数株主からの払込みによる収入 　 － 252

少数株主への配当金の支払額 　 △628 －

自己株式の処分による収入 　 5 －

自己株式の取得による支出 　 △6,332 －

自己株式の取得・売却による収入・
支出（△）額

　 － △3

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △9,175 1,316

　 　   

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 120 △504

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加・減少（△）額 　 2,569 6,134

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 49,794 52,364

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 52,364 58,499

　 　   

EDINET提出書類

株式会社フジタ(E00314)

有価証券報告書

 49/114



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　連結の範囲に関する事項

　

　

連結子会社数　11社

　主要な連結子会社名は、「第１　企業の概

況　４　関係会社の状況」に記載のとおり。

　合同会社ＨＤ１は新規設立により、当連

結会計年度より連結の範囲に含めている。

　前連結会計年度までの連結子会社のうち

フジタ・プロパティ・グアムおよびグア

ム・インターナショナル・トレード・セ

ンターは、平成18年６月30日に保有株式を

売却したことにより連結の範囲から除外

した。　

　また、上海金橋藤田連合開発有限公司お

よび香港藤田貿易有限公司は清算したた

め、連結の範囲から除外した。

連結子会社数　13社

　主要な連結子会社名は、「第１　企業の概

況　４　関係会社の状況」に記載のとおり。

　アテネデベロップメント特定目的会社お

よびパリデベロップメント特定目的会社

は新規設立により、当連結会計年度より連

結の範囲に含めている。

　なお、藤田(中国)建設工程有限公司は、平

成19年10月16日付で、藤田(上海)建設工程

有限公司より商号変更している。

　

　

　

　

非連結子会社数　１社

フジタマレーシア

　非連結子会社は小規模会社であり、総資

産、売上高、当期純損益（持分に見合う

額）および利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないため、連結の範囲か

ら除外している。

同左

　

　

２　持分法の適用に関する事

項

　

持分法適用会社数

関連会社　４社

　持分法適用の主要な関連会社名ならびに

持分法非適用の非連結子会社名は次のと

おり。

持分法適用会社数

関連会社　３社

　持分法適用の主要な関連会社名ならびに

持分法非適用の非連結子会社名は次のと

おり。

　

　

持分法適用の主要な関連会社名

藤友工業株式会社

株式会社アルパーク

持分法適用の主要な関連会社名

藤友工業株式会社

中国生コンクリート株式会社

　

　

　

　

　

　

　

　前連結会計年度までの持分法適用の関連

会社のうち株式会社アルパークは、平成20

年３月31日に保有株式を売却したことに

より、当連結会計年度より持分法の適用か

ら除外している。

　

　

　

　

持分法非適用の非連結子会社名

フジタマレーシア

　持分法非適用の非連結子会社は、当期純

損益（持分に見合う額）および利益剰余

金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が

軽微であるため、持分法の適用から除外し

ている。

持分法非適用の非連結子会社名

フジタマレーシア

　持分法非適用の非連結子会社は、当期純

損益（持分に見合う額）および利益剰余

金（持分に見合う額）等からみて、持分法

の対象から除いても連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、重要性がないため、

持分法の適用範囲から除外している。
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社のうち連結決算日と異なる決

算日の会社は、12月31日が３社、１月31日

が１社、２月28日が１社である。

　連結財務諸表作成にあたっては、同決算

日現在の財務諸表を使用している。ただ

し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行ってい

る。

　連結子会社のうち連結決算日と異なる決

算日の会社は、７月31日が１社、12月31日

が３社、１月31日が２社、２月29日が１社

である。

　連結財務諸表作成にあたっては、パリデ

ベロップメント特定目的会社の決算日は

７月31日であるため、連結決算日現在で本

決算に準じた仮決算を行った財務諸表を

使用している。その他の連結決算日と異な

る決算日の会社は、連結子会社の決算日現

在の財務諸表を使用している。ただし、連

結決算日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っている。

４　会計処理基準に関する事

項

　 　

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

　

有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

有価証券

――――――

　

　

　

　

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定している）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

　

　

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

　

　

デリバティブ

時価法

デリバティブ

同左

　

　

　

たな卸資産

①　販売用不動産

個別法による原価法

たな卸資産

①　販売用不動産

同左

　

　

②　未成工事支出金

個別法による原価法

②　未成工事支出金

同左

　

　

③　その他たな卸資産

主として個別法による原価法

③　その他たな卸資産

同左

(2）重要な減価償却資産の

減価償却方法

　

　

有形固定資産

　当社および国内連結子会社は主として定

率法（ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）は定額

法）を採用し、在外連結子会社は主に定額

法を採用している。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

る。

建物・構築物　　　　　　 　５～50年

機械・運搬具・工具器具・備品

２～20年

有形固定資産

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　

　

　

――――――

　

　

（会計方針の変更）

　当社および国内連結子会社は、法人税法

の改正に伴い、当連結会計年度より、平成

19年４月１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更している。

　これにより、営業利益、経常利益および税

金等調整前当期利益はそれぞれ18百万円

減少している。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当

該箇所に記載している。

　

　

　

――――――

　

　

（追加情報）

　当社および国内連結子会社は、法人税法

の改正に伴い、当連結会計年度より、平成

19年３月31日以前に取得した資産につい

ては、改正前の法人税法に基づく減価償却

の方法の適用により取得価額の５％に到

達した連結会計年度の翌連結会計年度よ

り、取得価額の５％相当額と備忘価額との

差額を５年間にわたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上している。

　この結果、従来の方法に比べ、営業利益、

経常利益および税金等調整前当期純利益

はそれぞれ72百万円減少している。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当

該箇所に記載している。

　

　

　

　

無形固定資産

定額法によっている。

　なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に

基づいている。

無形固定資産

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(3）重要な引当金の計上基

準

貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒による損失に

備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上している。

貸倒引当金

同左

　

　

工事損失引当金

　受注工事に係る将来の損失に備えるた

め、当連結会計年度末手持工事のうち重要

な損失の見込まれるものについて、その損

失見込額を計上している。

工事損失引当金

同左

　

　

完成工事補償引当金

　完成工事に係るかし担保の費用に備える

ため、当連結会計年度の完成工事高に対す

る将来の見積補償額に基づいて計上して

いる。

完成工事補償引当金

同左

　

　

賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるため、将来

支給見込額に基づき計上している。

賞与引当金

同左

　

　

事業再構築引当金

　当社策定の「新中期経営計画」実施によ

り発生が見込まれる損失に備えるため、当

連結会計年度末において合理的に見積も

られる金額を計上している。

事業再構築引当金

同左

　

　

退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務および

年金資産の見込額に基づき計上している。

　会計基準変更時差異は、15年による按分

額を費用処理している。

　連結子会社の過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（８年）による定額法により費

用の減額処理をしている。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の

発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（主として10年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費用処理する

こととしている。

　なお、当社は会社分割により会計基準変

更時差異および数理計算上の差異を承継

しており、上記費用処理年数は承継前も含

めた年数となっている。

退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務および

年金資産の見込額に基づき計上している。

　会計基準変更時差異は、15年による按分

額を費用処理している。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（主

として10年）による定額法により費用処

理している。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の

発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（主として10年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費用処理する

こととしている。

　なお、当社は会社分割により会計基準変

更時差異および数理計算上の差異を承継

しており、上記費用処理年数は承継前も含

めた年数となっている。
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(4）重要な外貨建資産又は

負債の本邦通貨への換

算基準

　外貨建金銭債権債務は連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理している。また、在外子会

社等の資産・負債は当該子会社の決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は純資産の部における為替換算調整

勘定および少数株主持分に含めて計上し

ている

　なお、在外子会社等の収益・費用は当該

子会社の決算日の直物為替相場により円

貨に換算している。

同左

　

(5）重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってい

る。

同左

(6）重要なヘッジ会計の方
法

①　ヘッジ会計の方法

　外貨建金銭債権債務等の為替変動リス

クをヘッジするために、為替予約および

外貨預金を行っている。

　当連結会計年度においてヘッジ会計の

要件を満たしている、為替予約等の付さ

れた外貨建金銭債権債務等については、

振当処理を行っている。

①　ヘッジ会計の方法

同左

　

　

　

　

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ手段

為替予約および外貨預金

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　

　

　

　　ヘッジ対象

　　　外貨建金銭債権債務等

　

　

　

　

③　ヘッジ方針

　デリバティブ取引の権限規定に基づ

き、一定の範囲内で為替リスクをヘッジ

している。

③　ヘッジ方針

同左

　

　

④　ヘッジ有効性評価の方法

　為替予約の締結時に、リスク管理方針

に従って、米通貨建による同一金額で同

一期日の為替予約をそれぞれ振当てて

いるため、その後の為替相場の変動によ

る相関関係は完全に確保されているの

で決算日における有効性の評価を省略

している。

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

(7）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

①　完成工事高の計上基準

　完成工事高の計上は、工期12ヶ月以上

かつ請負金額１億円以上の工事につい

ては工事進行基準により、それ以外の工

事については工事完成基準によってい

る。また、在外連結子会社は所在地国の

会計基準に従い、全ての工事について工

事進行基準によっている。

　なお、工事進行基準によった完成工事

高は、190,294百万円である。

①　完成工事高の計上基準

　完成工事高の計上は、工期12ヶ月以上

かつ請負金額１億円以上の工事につい

ては工事進行基準により、それ以外の工

事については工事完成基準によってい

る。また、在外連結子会社は所在地国の

会計基準に従い、全ての工事について工

事進行基準によっている。

　なお、工事進行基準によった完成工事

高は、179,571百万円である。
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　

　

②　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっている。

②　消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び　負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産および負債の評価につ

いては、全面時価評価法によっている。

同左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　のれんおよび負ののれんの償却について

は、発生年度以降５年間で均等償却してい

る。 

同左

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金および容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投

資からなる。

同左

会計処理の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　

平成17年12月９日）を適用している。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は、26,418百万

円である。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成している。

――――――――
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表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において、流動資産の「その他」に含め

て表示していた「未収入金」（前連結会計年度末8,811百

万円）は、資産総額の100分の５を超えたため、当連結会計

年度より区分掲記している。

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において、区分掲記していた「未収入

金」（当連結会計年度末8,220百万円）は、資産総額の100

分の５以下となったため、当連結会計年度より流動資産の

「その他」に含めて表示している。

　前連結会計年度において、区分掲記していた「預り金」

（当連結会計年度末6,683百万円）は、負債及び純資産の合

計額の100分の５以下となったため、当連結会計年度より

流動負債の「その他」に含めて表示している。

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」とし

て掲記されていたものは、当連結会計年度より「負ののれ

ん償却額」としている。

　前連結会計年度において、特別損失の「その他」に含め

て表示していた「投資有価証券評価損」（前連結会計年

度17百万円）および「関係会社株式売却損」（前連結会

計年度108百万円）は、特別損失の総額の100分の10を超え

たため、当連結会計年度より区分掲記している。

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、営業外費用の「その他」に含

めて表示していた「為替差損」（前連結会計年度135百万

円）は、営業外費用の総額の100分の10を超えたため、当連

結会計年度より区分掲記している。

　前連結会計年度において、区分掲記していた「投資有価

証券評価損」（当連結会計年度７百万円）は、特別損失の

総額の100分の10以下となったため、当連結会計年度より

特別損失の「その他」に含めて表示している。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めていた「投資有価証券評価

損」（前連結会計年度17百万円）は、重要性が増したた

め、当連結会計年度より区分掲記している。　

　前連結会計年度において、区分掲記していた営業活動に

よるキャッシュ・フローの「破産債権、更生債権等の減少

・増加（△）額」（当連結会計年度△24百万円）、および

「長期営業外未収入金の減少・増加（△）額」（当連結

会計年度293百万円）については、重要性が低下したため、

当連結会計年度より営業活動によるキャッシュ・フロー

の「その他」に含めて表示している。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において、区分掲記していた営業活動に

よるキャッシュ・フローの「投資有価証券評価損」（当

連結会計年度７百万円）は、重要性が低下したため、当連

結会計年度より営業活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に含めて表示している。

　

追加情報

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

固定資産の保有目的の変更について

　当連結会計年度において、賃貸事業目的で保有してい

た不動産の保有目的を変更したため、無形固定資産（借

地権）422百万円および建物・構築物10百万円を販売用

不動産に振替えている。

――――――――
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※１　このうち、非連結子会社および関連会社に対する株

式

784百万円

※１　このうち、非連結子会社および関連会社に対する株

式 

　　　　　　　　　　　　　841百万円　　

※２　以下の資産は、長期借入金3,084百万円および短期借

入金244百万円（うち長期借入金からの振替分244

百万円）等の担保に供している。

※２　以下の資産は、長期借入金2,659百万円、短期借入金

244百万円（うち長期借入金からの振替分244百万

円）および社債3,800百万円等の担保に供している。

現金預金 2,746百万円

その他のたな卸資産  207

建物・構築物 6,377

計 9,330百万円

現金預金    3,108百万円

販売用不動産   4,253

流動資産のその他      2

建物・構築物  6,139

投資その他の資産のその他  7

計   13,512百万円

　３　偶発債務（保証債務等）

(1）持分法適用の関連会社の借入金に対する保証

　３　偶発債務（保証債務等）

(1）得意先等の金融機関からの借入金に対する保証

㈱アルパーク 1,772百万円

計 1,772百万円

門司港開発㈱ 3,209百万円

　   

(2）得意先等の金融機関からの借入金に対する保証 (2）得意先が行うマンション購入者への手付金保証

契約に対する保証

門司港開発㈱ 3,512百万円

大分シティ開発㈱  701

計 4,213百万円

㈱兼北 33百万円

　      

(3）得意先が行うマンション購入者への手付金保証

契約に対する保証

(3）その他の保証

㈱伊藤ショウ 595百万円

㈱サンシティ  205

計 801百万円

従業員    19百万円

　    

 合計   3,262百万円

(4）その他の保証 　

従業員 23百万円

計 23百万円

合計 6,811百万円

 

　４　受取手形裏書譲渡高　　　　　　　　　116百万円 　４　受取手形裏書譲渡高　　　　　　　　　13百万円

　 　

※５　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理している。

　　　　なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日であっ

たため、次の満期手形が当連結会計年度末日残高に

含まれている。

受取手形 261百万円

支払手形 11百万円

――――――――――
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目および金額は次

のとおりである。

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目および金額は次

のとおりである。

従業員給料手当 5,564百万円

地代家賃 2,024百万円

退職給付費用 1,020百万円

賞与引当金繰入額 544百万円

従業員給料手当  5,986百万円

地代家賃 2,149百万円

退職給付費用      962百万円

賞与引当金繰入額   633百万円

※２　研究開発費

一般管理費に含まれる研究開発費は958百万円であ

る。

※２　研究開発費

一般管理費に含まれる研究開発費は1,091百万円で

ある。

※３　固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 ※３　固定資産売却益の内訳は次のとおりである。

機械・運搬具・工具器具・備品 1百万円

計 1百万円

建物・構築物  0百万円

機械・運搬具・工具器具・備品 0

土地 0

計  1百万円

※４　固定資産売却損の内訳は次のとおりである。 ※４　固定資産売却損の内訳は次のとおりである。

土地 7百万円

建物・構築物 2

機械・運搬具・工具器具・備品 2

無形固定資産  0

計 12百万円

建物・構築物  57百万円

土地 50

機械・運搬具・工具器具・備品 2

無形固定資産  0

計  110百万円

※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 ※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりである。

建物・構築物 13百万円

機械・運搬具・工具器具・備品 10

計 23百万円

機械・運搬具・工具器具・備品   14百万円

建物・構築物 6　

無形固定資産 4

計  24百万円
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※６　減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上した。

※６　減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上した。

用途 種類 場所 件数

遊休不動産
建物および
無形固定資産

長野県 １件

用途 種類 場所 件数

賃貸不動産
土地、建物・構築物
および無形固定資産

大阪府他 ４件

　減損損失を認識した遊休不動産については、個別

の物件ごとにグルーピングしている。

　上記の遊休不動産については、売却することを決

定したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（28百万円）として計上し

た。その内訳は、建物16百万円、無形固定資産（借地

権）12百万円である。

　なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額に

より測定している。正味売却価額は購入申込価額か

ら処分費用見込額を差し引いて算定している。

　減損損失を認識した賃貸不動産については、個別

の物件ごとにグルーピングしている。

　上記の賃貸不動産については、売却することを決

定または賃借期間の短縮により収益性が著しく低

下したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（406百万円）として計上し

た。その内訳は、土地219百万円、建物・構築物178百

万円、無形固定資産（借地権）８百万円である。

　なお、当該資産のうち売却を決定した資産の回収

可能価額は正味売却価額により測定している。正味

売却価額は当該資産の現状有姿による売却を前提

とした第三者による査定価格または購入申込価額

から処分費用見込額を差し引いて算定している。

　また、当該資産のうち収益性が低下した資産の回

収可能価額は使用価値により測定しており、将来

キャッシュ・フローを５％で割り引いて算定して

いる。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 44,444,445 ― 14,000,000 30,444,445

Ｃ種優先株式 44,444,445 ― ― 44,444,445

合計 88,888,890 ― 14,000,000 74,888,890

自己株式     

普通株式 33,720 14,021,516 14,011,571 43,665

合計 33,720 14,021,516 14,011,571 43,665

 （注）１　普通株式の発行済株式総数の減少14,000,000株は、自己株式の消却による減少である。

 　　　２　普通株式の自己株式の株式数の増加14,021,516株は、特定の株主からの取得による増加14,000,000株、単元未満株

式の買取りによる増加21,512株、関連会社の持分変更による増加４株である。

 　　　３　普通株式の自己株式の株式数の減少14,011,571株は、自己株式の消却による減少14,000,000株、単元未満株式の買

増請求による売渡しによる減少11,571株である。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日

定時株主総会

普通株式 44 1.00

平成18年３月31日 平成18年６月29日

Ｃ種優先株式   

　優先配当金 1,763 39.69

　参加条項によ

る配当金
348 7.84

 合計 － 2,156 － － － 

 （注）Ｃ種優先株式の１株当たり配当額は、銭単位未満を四捨五入している。

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月29日

取締役会

普通株式 30 利益剰余金 1.00

平成19年３月31日 平成19年６月29日

Ｃ種優先株式    

　優先配当金 1,855 利益剰余金 41.74

　参加条項によ

る配当金
346 利益剰余金 7.80

 合計 － 2,232 － － － － 

 （注）Ｃ種優先株式の１株当たり配当額は、銭単位未満を四捨五入している。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 30,444,445 13,174 － 30,457,619
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前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

Ｃ種優先株式 44,444,445 － 35,555,556 8,888,889

合計 74,888,890 13,174 35,555,556 39,346,508

自己株式     

普通株式 43,665 20,836 9,690 54,811

合計 43,665 20,836 9,690 54,811

 （注）１　普通株式の発行済株式総数の増加13,174株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加である。

 　　　２　Ｃ種優先株式の発行済株式総数の減少35,555,556株は、５株を１株とする株式併合による減少である。

 　　　３　普通株式の自己株式の株式数の増加20,836株は、単元未満株式の買取りによる増加である。

 　　　４　普通株式の自己株式の株式数の減少9,690株は、単元未満株式の買増請求による売渡しによる減少である。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月29日

取締役会

普通株式 30 1.00

平成19年３月31日 平成19年６月29日

Ｃ種優先株式

 
  

　優先配当金 1,855 41.74

　参加条項に

よる配当金
346 7.80

 合計 － 2,232 － － － 

 （注）Ｃ種優先株式の１株当たり配当額は、銭単位未満を四捨五入している。

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年５月27日

取締役会

普通株式 30 利益剰余金 1.00

平成20年３月31日 平成20年６月30日

Ｃ種優先株式    

　優先配当金 2,033 利益剰余金 228.82

　参加条項によ

る配当金
346 利益剰余金 39.00

 合計 － 2,411 － － － － 

 （注）Ｃ種優先株式の１株当たり配当額は、銭単位未満を四捨五入している。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金預金勘定 56,443百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
 △4,078

現金及び現金同等物の期末残高 52,364百万円

現金預金勘定  62,190百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△3,690

現金及び現金同等物の期末残高  58,499百万円

※２　株式の売却により連結子会社ではなくなった会社の

資産および負債の主な内容

――――――――

(1）フジタ・プロパティ・グアム

（平成17年12月31日現在）

　

　

流動資産 543百万円

固定資産 2,367百万円

資産合計 2,911百万円

流動負債 30百万円

固定負債 15百万円

負債合計 46百万円

 

(2）グアム・インターナショナル・トレード・セン

ター

（平成17年12月31日現在）

　

　

流動資産 138百万円

固定資産 546百万円

資産合計 685百万円

流動負債 0百万円

負債合計 0百万円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１　借主側

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額

１　借主側

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額

　
取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額
相当額

(百万円)

期末残高
相当額

(百万円)

建物・構築物 29 2 26

機械・運搬具
・工具器具・
備品

425 224 200

無形固定資産 35 9 26

合計 490 236 254

　
取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額
相当額

(百万円)

期末残高
相当額

(百万円)

建物・構築物 29 7 21

機械・運搬具
・工具器具・
備品

354 148 206

無形固定資産 44 17 26

合計 428 173 254

②　未経過リース料期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 76百万円

１年超 177

合計 254百万円

１年内   84百万円

１年超 170

合計    254百万円

　なお、取得価額相当額および未経過リース料期末

残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定している。

同左

③　支払リース料および減価償却費相当額 ③　支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料 192百万円

減価償却費相当額 192百万円

支払リース料    85百万円

減価償却費相当額    85百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はないので、項目

等の記載は省略している。

（減損損失について）

同左
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

２　貸主側

①　リース物件の取得価額、減価償却累計額および期末

残高

２　貸主側

①　リース物件の取得価額、減価償却累計額および期末

残高

　
取得価額
(百万円)

減価償却
累計額

(百万円)

期末残高
(百万円)

機械・運搬具
・工具器具・
備品

228 151 76

　
取得価額
(百万円)

減価償却
累計額

(百万円)

期末残高
(百万円)

機械・運搬具
・工具器具・
備品

153 108 45

②　未経過リース料期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 38百万円

１年超 55

合計 93百万円

１年内 20百万円

１年超 14

合計 35百万円

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高および見積残存価額の残高の合

計額が営業債権の期末残高等に占める割合が低い

ため、受取利子込み法により算定している。

同左

③　受取リース料、減価償却費 ③　受取リース料、減価償却費

受取リース料 107百万円

減価償却費 40百万円

受取リース料  30百万円

減価償却費  8百万円
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（有価証券関係）

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

　

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

(1）時価が連結貸借対照表計上額

を超えるもの
      

国債・地方債等 － － － － － －

社債 － － － － － －

その他 － － － － － －

小計 － － － － － －

(2）時価が連結貸借対照表計上額

を超えないもの
      

国債・地方債等 10 10 － － － －

社債 － － － － － －

その他 － － － － － －

小計 10 10 － － － －

合計 10 10 － － － －

２　その他有価証券で時価のあるもの

　

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

取得原価
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

取得原価
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

(1）連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの
      

株式 1,375 2,146 771 1,338 1,654 316

債券       

国債・地方債等 － － － － － －

社債 － － － － － －

その他 － － － － － －

その他 － － － － － －

小計 1,375 2,146 771 1,338 1,654 316

(2）連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの
      

株式 560 542 △17 599 470 △128

債券       

国債・地方債等 － － － － － －

社債 － － － － － －

その他 － － － － － －

その他 － － － － － －

小計 560 542 △17 599 470 △128

合計 1,935 2,689 753 1,937 2,125 187

３　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

売却額 22百万円   244百万円
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

売却益の合計 2百万円  142百万円

売却損の合計 －百万円 　0百万円

４　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

(1）その他有価証券

　
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

非上場株式 2,173百万円     1,861百万円

非上場外国債券 1百万円 1百万円

５　その他有価証券のうち満期のあるものの連結決算日後における償還予定額

　

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

債券         

国債・地方債等 － － － － － － － －

社債 － － － － － － － －

その他 1 － － － 1 － － －

その他 － － － － － － － －

合計 1 － － － 1 － － －
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（デリバティブ取引関係）

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　当社グループは為替変動リスクを回避するために為替予

約取引を行なっている。なお、投機目的のデリバティブ取

引は行なっていない。

　当社グループが利用している為替予約取引は、為替変動

リスクを有している。なお、当該為替予約取引の取引先は

いずれも信用度の高い国際的な金融機関であるため、取引

先の信用リスクはないと判断している。

　為替予約取引の取り組みにおいては、内規に基づき、管理

部門責任者が取引の決裁を行ない、財務部門において取引

内容の確認・取引の実行・リスク管理がなされている。

同左

２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当事項はない。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当事項はない。
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（退職給付関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

当社および国内連結子会社４社は、確定給付型の制度

として、適格退職年金制度および退職一時金制度を設

けている。

当社は退職ポイント制を採用しているが、平成19年４

月５日付で退職ポイントの付与数の見直しを含む退

職金規程の改訂を行った。これにより、翌連結会計年

度に過去勤務債務204百万円が生じている。

１　採用している退職給付制度の概要

当社および国内連結子会社４社は、確定給付型の制度

として、適格退職年金制度および退職一時金制度を設

けている。

当社は退職ポイント制を採用しているが、平成19年４

月５日付で退職ポイントの付与数の見直しを含む退

職金規程の改訂を行った。これにより、当連結会計年

度に過去勤務債務204百万円が生じ、このうち当連結

会計年度において20百万円を償却している。

２　退職給付債務に関する事項（平成19年３月31日） ２　退職給付債務に関する事項（平成20年３月31日）

退職給付債務 △25,802百万円

年金資産 3,007　

未積立退職給付債務 △22,795　

会計基準変更時差異の未処理額 8,043　

未認識数理計算上の差異 2,925　

未認識過去勤務債務 △79　

連結貸借対照表計上額 △11,906　

前払年金費用 －　

退職給付引当金 △11,906　

退職給付債務 △25,842百万円

年金資産 3,333　

未積立退職給付債務 △22,509　

会計基準変更時差異の未処理額 7,042　

未認識数理計算上の差異 2,757　

未認識過去勤務債務 124　

連結貸借対照表計上額 △12,584　

前払年金費用 －　

退職給付引当金 △12,584　

（注）一部の子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用している。

（注）一部の子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用している。

３　退職給付費用に関する事項（自平成18年４月１日　至

平成19年３月31日）

３　退職給付費用に関する事項（自平成19年４月１日　至

平成20年３月31日）

勤務費用 1,080百万円

利息費用 634　

期待運用収益 △43　

会計基準変更時差異の費用処理額 1,004　

数理計算上の差異の費用処理額 606　

過去勤務債務の費用処理額 △22　

退職給付費用 3,260　

勤務費用 1,083百万円

利息費用 645　

期待運用収益 △75　

会計基準変更時差異の費用処理額 1,000　

数理計算上の差異の費用処理額 573　

過去勤務債務の費用処理額 0　

退職給付費用 3,229　

（注）１ 簡便法を採用している連結子会社の退職

給付費用は、勤務費用に計上している。

      ２ 上記退職給付費用以外に、一部の子会社

において希望退職者の募集を行ったこと

により、特別退職費用96百万円を特別損

失（その他）に計上している。内訳は、臨

時の割増退職金21百万円、大量退職によ

る会計基準変更時差異の償却76百万円、

数理計算上の差異の償却18百万円、過去

勤務債務の償却△19百万円である。

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は、勤務費用に計上している。

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.5％

期待運用収益率 2.5％

過去勤務債務の額の処理年数 ８年

数理計算上の差異の処理年数 主として10年

会計基準変更時差異の処理年数 15年

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.5％

期待運用収益率 2.5％

過去勤務債務の額の処理年数 主として10年

数理計算上の差異の処理年数 主として10年

会計基準変更時差異の処理年数 15年
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

　
平成18年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

当社取締役　　 ４名

当社執行役員　 16名

当社職員　　2,389名

当社取締役会の決議により特に指定された当社使用人　261名

株式の種類別のストック・オプションの数（注） 普通株式　1,373,188株

付与日 平成18年４月27日

権利確定条件
 「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　（2）新株予約権等

の状況」に記載している。

対象勤務期間  同上

権利行使期間  同上

（注）株式数に換算して記載している。

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載している。

①　ストック・オプションの数

　 　
平成18年

ストック・オプション

権利確定前 （株）  

前連結会計年度末 　 －

付与 　 1,373,188

失効 　 －

権利確定 　 337,152

未確定残 　 1,036,036

権利確定後 （株）  

前連結会計年度末 　 －

権利確定 　 337,152

権利行使 　 －

失効 　 －

未行使残 　 337,152

②　単価情報

　 　
平成18年

ストック・オプション

権利行使価格 （円） 115

行使時平均株価 （円） －

公正な評価単価（付与日） （円） －

（注）付与日における公正な評価単価については、会社法施行日より前にストック・オプションを付与しているため記載

していない。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況
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(1）ストック・オプションの内容

　
平成18年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

当社取締役　　 ４名

当社執行役員　 16名

当社職員　　2,389名

当社取締役会の決議により特に指定された当社使用人　261名

株式の種類別のストック・オプションの数（注） 普通株式　1,373,188株

付与日 平成18年４月27日

権利確定条件
 「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　（2）新株予約権等

の状況」に記載している。

対象勤務期間  同上

権利行使期間  同上

（注）株式数に換算して記載している。

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載している。

①　ストック・オプションの数

　 　
平成18年

ストック・オプション

権利確定前 （株）  

前連結会計年度末 　 1,036,036

付与 　 －

失効 　 －

権利確定 　 326,879

未確定残 　 709,157

権利確定後 （株）  

前連結会計年度末 　 337,152

権利確定 　 326,867

権利行使 　 13,174

失効 　 －

未行使残 　 650,845

（注）株式数への換算における１株未満の端数を調整しているため、権利確定前の権利確定株式数と権利確定後の権利確

定株式数は一致していない。

②　単価情報

　 　
平成18年

ストック・オプション

権利行使価格 （円） 115

行使時平均株価 （円） 338

公正な評価単価（付与日） （円） －

（注）付与日における公正な評価単価については、会社法施行日より前にストック・オプションを付与しているため記載

していない。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産  

販売用不動産評価損 936百万円

貸倒引当金 1,917

固定資産評価損 5,018

非上場株式評価損 505

賞与引当金 518

退職給付引当金 4,844

事業再構築引当金 2,462

繰越欠損金 7,974

その他 2,143

繰延税金資産小計 26,322

評価性引当額 △22,743

繰延税金資産合計 3,579

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △306

その他 △67

繰延税金負債合計 △374

繰延税金資産の純額 3,204百万円

繰延税金資産  

貸倒引当金   894百万円

固定資産評価損 4,423

非上場株式評価損 497

賞与引当金 561

退職給付引当金 5,120

事業再構築引当金 1,760

繰越欠損金 6,068

その他 2,109

繰延税金資産小計 21,436

評価性引当額 △17,642

繰延税金資産合計 3,793

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △79

その他 △6

繰延税金負債合計 △86

繰延税金資産の純額 3,707百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）  

永久に損金算入されない項目 4.2

住民税均等割等 3.2

評価性引当額 △51.6

その他 3.4

税効果会計適用後の法人税等の

負担率
△0.1％

法定実効税率 　　40.7％

（調整）  

永久に損金算入されない項目 4.1

住民税均等割等 1.9

評価性引当額 △45.4

その他 △1.2

税効果会計適用後の法人税等の

負担率
0.1％
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　
建設事業
（百万円）

開発事業
（百万円）

その他
の事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 324,078 16,200 11,010 351,288 － 351,288

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
485 73 24,945 25,504 (25,504) －

計 324,563 16,273 35,955 376,792 (25,504) 351,288

営業費用 315,877 13,583 35,413 364,875 (22,914) 341,961

営業利益 8,686 2,689 541 11,917 (2,590) 9,327

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及

び資本的支出
      

資産 182,013 12,580 15,631 210,225 31,597 241,823

減価償却費 564 362 87 1,013 18 1,031

減損損失 28 － － 28 － 28

資本的支出 309 35 50 395 (2) 393

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　
建設事業
（百万円）

開発事業
（百万円）

その他
の事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 322,586 18,035 9,488 350,110 － 350,110

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
1,365 90 19,227 20,683 (20,683) －

計 323,952 18,125 28,716 370,794 (20,683) 350,110

営業費用 314,019 15,784 28,196 358,000 (18,127) 339,872

営業利益 9,933 2,340 519 12,794 (2,555) 10,238

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及

び資本的支出
      

資産 140,921 16,696 13,716 171,334 37,398 208,733

減価償却費 595 365 69 1,030 25 1,055

減損損失 － 406 － 406 － 406

資本的支出 335 85 46 468 43 511

（注） １　事業区分の方法

日本標準産業分類および連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分した。

２　各事業区分に属する主要な内容

建設事業　　：土木・建築その他建設工事全般に関する事業

開発事業　　：都市開発、地域開発等不動産開発全般に関する事業

その他の事業：建築材料卸売事業、不動産管理事業他
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３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前連結会計年度2,591百万円、当連結

会計年度2,557百万円である。その主なものは、提出会社本社の総務部門、財務部門および経理部門に係る費用で

ある。 

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度43,923百万円、当連結会計年度

48,184百万円である。その主なものは、提出会社での余資運用資金（現金および有価証券）、長期投資資金（投

資有価証券）および管理部門に係る資産等である。

５  有形固定資産の減価償却の方法の変更

当連結会計年度

（会計方針の変更）

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より、平成19年４月

１日以降に取得した資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更している。これによ

り、建設事業の営業費用は13百万円増加し、営業利益が同額減少している。なお、建設事業以外の事業につい

てはセグメント情報に与える影響は軽微である。

（追加情報）

　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より、平成19年　　　　　

　　　　　　　３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により

取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額

を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上している。この結果、従来の方法に比べ、建設事業の

営業費用は58百万円増加し、営業利益が同額減少している。なお、建設事業以外の事業についてはセグメント

情報に与える影響は軽微である。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも

90％を超えているため、連結財務諸表規則様式第二号（記載上の注意11）に基づき記載を省略した。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも

90％を超えているため、連結財務諸表規則様式第二号（記載上の注意11）に基づき記載を省略した。

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 32,690 4,654 37,344

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 351,288

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 9.3 1.3 10.6

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 27,870 4,111 31,981

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 350,110

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 7.9 1.2 9.1

　（注）１　国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっている。

２　各区分に属する主な国または地域は以下のとおり。

アジア　　　：中国、韓国

その他の地域：中南米他

３　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高である。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

親会社及び法人主要株主等 　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の
内容又
は職業

議決権等の
所有(被所有
)割合
（％）

関係内容
取引の
内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
(有)フジタ・
ホールディン
グス

東京都
港区

3

有価証
券の取
得及び
保有

(被所有)
直接　46.3

 兼任
 １人

－
自己株
式の取
得

4,840 － －

法人主要
株主

㈱ＡＣリアル
エステート

東京都
渋谷区

10
有価証
券の保
有

(被所有)
直接　10.9

－ －
自己株
式の取
得

1,445 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

　１株当たりの取得価格については、平成18年８月24日の株式会社東京証券取引所における最終の価格499

円に0.9を乗じた金額である449円である。市場価格に一定の割引率を乗じて取得価格を決定している。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はない。

（１株当たり情報）

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 △36.46円 　     △15.53円

１株当たり当期純利益 14.48円      22.80円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 14.44円      22.75円

　（注）１　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前連結会計年度末
（平成19年３月31日）

当連結会計年度末
（平成20年３月31日）

 純資産の部の合計額（百万円） 28,260 36,614

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 42,010  42,471

（うちＣ種優先株式払込額（百万円）） （38,311） (38,311) 

（うち参加条項による優先配当を除くＣ種優先

株式優先配当額（百万円））
（1,855） (2,033) 

（うち少数株主持分（百万円）） （1,844） (2,126) 

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） △13,750 △5,856

 １株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

 普通株式の数（千株）
377,107 377,109

（うち普通株式数（千株）） （30,400） (30,402) 

（うちＣ種優先株式の転換仮定方式に準じて算

定される普通株式増加数（千株））
（346,706） (346,706) 

　　　２　１株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり当期純利益   
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純利益（百万円） 7,514 10,633

普通株主に帰属しない金額（百万円） 1,855 2,033

（うち参加条項による優先配当を除くＣ種優

先株式優先配当額（百万円））
（1,855） (2,033) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 5,659 8,599

普通株式の期中平均株式数（千株） 390,815 377,108

（うち普通株式数（千株）） （37,348） (30,401) 

（うちＣ種優先株式の転換仮定方式に準じて

算定される普通株式増加数（千株））
（353,466） (346,706) 

　   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 1,199 881

（うち新株予約権（千株）） （1,199） (881) 

　   

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の

概要

────── ──────
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

Ⅰ　重要な訴訟の解決について

　当社が、株式会社長谷工コーポレーションに対し下

請負代金の支払を求めて提起した訴訟について、平成

18年５月31日付の大阪高等裁判所における控訴審判

決を不服として、株式会社長谷工コーポレーションが

最高裁判所に上告していたが、平成19年５月29日付で

最高裁判所の上告棄却の決定があり、控訴審判決が確

定した。 

　訴訟の提起から上告棄却決定に至るまでの経緯は次

のとおりである。 

　本件訴訟は、株式会社メイヨーを発注者、株式会社長

谷工コーポレーションを元請負人、当社を一括下請負

人とする「（仮称）ホテルシェレナＰＲ棟増築工

事」について、株式会社長谷工コーポレーションが当

社との間の請負契約の約定に従った請負代金3,583百

万円およびこれに関する違約金ならびに遅延損害金

の支払を行わないことから、その支払を求めて、訴訟

を提起したものである。

　平成14年５月10日に大阪地方裁判所に訴訟を提起

し、第一審の判決言渡しは平成16年５月27日に行われ

ており、当該判決において当社の主張が全面的に認め

られていたが、同年５月28日に株式会社長谷工コーポ

レーションより控訴されていたものである。

　控訴審判決の要旨は次のとおりである。 

１．控訴人（株式会社長谷工コーポレーション）

は、被控訴人（株式会社フジタ）に対し、金

2,796百万円及びこれに対する平成14年５月30

日から支払済みまで年36.5パーセントの割合に

よる金員を支払え。

２．控訴人は、被控訴人から「ホテルシェレナＰＲ

棟」の建物の引渡を受けるのと引き換えに、金

787百万円及びこれに対する平成16年12月18日

から支払済みまで年６分の割合による金員を

支払え。

３．訴訟費用は、第一、二審を通じてこれを５分し、

その２を被控訴人の、その余を控訴人の負担と

する。

４．上記１．及び２．は、仮に執行することができ

る。　

――――――――
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　その後、平成18年６月12日、株式会社長谷工コーポ

レーションは、上記大阪高等裁判所の判決を不服と

し、最高裁判所へ上告していたが、平成19年５月29日、

最高裁判所において次のとおり決定があった。

・本件上告を棄却する。

・本件を上告審として受理しない。

・上告費用及び上告受理申立費用は上告人兼申立

人の負担とする。

　上記控訴審判決の確定に伴い既に受領済みの遅延損

害金等約2,800百万円を特別利益に計上する予定であ

る。 

Ⅱ　Ｃ種優先株式の併合について

　　当社は、平成19年６月28日開催の定時株主総会におい

て、以下のとおりＣ種優先株式の併合について決議し

た。

　（1）株式併合の理由

　 平成18年９月27日開催の臨時株主総会決議および

同日開催の取締役会決議に基づき、平成18年９月28

日に特定の株主から当社の普通株式を取得し、消却

したことから、Ｃ種優先株式の発行済株式の総数

は、普通株式とＣ種優先株式の発行済株式の総数の

合計に対し、二分の一を超えている。このため、会社

法第115条に基づき、議決権制限株式であるＣ種優

先株式の発行済株式の総数を普通株式とＣ種優先

株式の発行済株式の総数の合計の二分の一以下に

する必要な措置として、Ｃ種優先株式の併合を行う

ものである。

　(2）株式併合の内容

　①　併合する株式の種類および割合

　Ｃ種優先株式の発行済株式の総数44,444,445株

について、５株を１株に併合することにより、

8,888,889株とする。

　②　株式併合の効力発生日

　平成19年６月29日を予定。 

　　また、当社は、Ｃ種優先株主の権利に変動が生じない

ようにするために、平成19年６月28日開催の定時株主

総会ならびに普通株主およびＣ種優先株主による種

類株主総会において、定款に所要の変更を行うことを

決議したほか、平成19年５月29日開催の取締役会にお

いて、Ｃ種優先株式の併合の効力が発生することを停

止条件として、Ｃ種優先株式の単元株式数を100株か

ら20株に変更する内容の定款変更を決議した。

　

　なお、当該Ｃ種優先株式の併合により、１株当たり情

報に及ぼす影響はない。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％） 担保 償還期限

アテネデベロップメント
　　　　　特定目的会社

第１回一般担保付特定社債 平成19.11.15 － 1,500 2.30 あり 平成21.６.30

パリデベロップメント
　　　　　特定目的会社

第１回一般担保付特定社債 平成20.３.14 － 2,300 2.27 あり 平成22.３.14

合計 － － － 3,800 － － －

　（注）連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりである。

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

－ 3,800 － － －

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 244 244 1.06 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 3,084 2,659 1.39
平成25年９月～

平成35年９月

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － － 

その他の有利子負債    　

金利負担を伴う預り金    　

社内預金 792 764 0.80 －

合計 4,121 3,668 － －

　（注）１　「平均利率」については、借入金等の当期末残高に対する加重平均利率を記載している。

２　長期借入金およびその他の有利子負債（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内におけ

る返済予定額は以下のとおりである。

　
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 244 244 214 244

その他の有利子負債 － － － －

（２）【その他】

　該当事項はない。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１　現金預金 ※２  48,541   53,258  

２　受取手形 ※1,4  2,498   3,490  

３　完成工事未収入金 ※１  98,857   68,201  

４　開発事業等未収入金 　  236   490  

５　有価証券 　  1   1  

６　販売用不動産 　  877   1,315  

７　未成工事支出金 　  15,102   8,969  

８　開発事業等支出金 　  1,320   495  

９　材料貯蔵品 　  225   210  

10　関係会社短期貸付金 　  3,000   3,400  

11　前払費用 　  327   310  

12　繰延税金資産 　  3,174   3,322  

13　未収入金 　  14,316   8,112  

14　その他 　  2,702   2,905  

貸倒引当金 　  △336   △117  

流動資産合計 　  190,846 86.1  154,368 84.1

Ⅱ　固定資産 　       

１　有形固定資産 　       

(1）建物 　 5,736   4,943   

減価償却累計額 　 △3,378 2,357  △3,164 1,779  

(2）構築物 　 447   447   

減価償却累計額 　 △395 52  △404 42  

(3）機械装置 　 6,682   6,459   

減価償却累計額 　 △5,822 859  △5,736 722  

(4）車両運搬具 　 160   156   

減価償却累計額 　 △127 32  △126 30  

(5）工具器具・備品 　 2,893   2,864   

減価償却累計額 　 △2,483 410  △2,451 412  

(6）土地 　  12,142   11,540  

有形固定資産計 　  15,855 7.2  14,528 7.9
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

２　無形固定資産 　       

(1）借地権 　  30   －  

(2）ソフトウェア 　  347   257  

(3）その他 　  184   206  

無形固定資産計 　  562 0.2  464 0.3

３　投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 　  4,717   3,900  

(2）関係会社株式 　  2,815   2,815  

(3）その他の関係会社
有価証券

　  990   2,063  

(4）出資金 　  44   44  

(5）長期貸付金 　  4,330   4,329  

(6）従業員長期貸付金 　  253   185  

(7）関係会社長期貸付金 　  841   610  

(8）破産債権、更生債権等 　  173   10  

 (9）長期前払費用 　  43   15  

(10）長期保証金 　  3,526   3,496  

(11）その他 　  3,105   2,632  

貸倒引当金 　  △6,518   △5,878  

投資その他の資産計 　  14,323 6.5  14,225 7.7

固定資産合計 　  30,741 13.9  29,218 15.9

資産合計 　  221,588 100  183,587 100
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１　支払手形 ※1,4  39,576   46,108  

２　工事未払金 ※１  91,831   59,988  

３　開発事業等未払金 ※１  225   560  

４　未払金 　  1,469   1,235  

５　未払費用 　  2   －  

６　未払法人税等 　  189   279  

７　未成工事受入金 　  21,288   15,175  

８　開発事業等受入金 　  1,453   560  

９　預り金 　  16,807   5,703  

10　工事損失引当金 　  572   208  

11　完成工事補償引当金 　  677   1,001  

12　賞与引当金 　  1,183   1,278  

13　事業再構築引当金 　  1,263   －  

14　従業員預り金 　  792   764  

15　その他 　  1,597   263  

流動負債合計 　  178,930 80.7  133,130 72.5

Ⅱ　固定負債 　       

１　繰延税金負債 　  187   1  

２　退職給付引当金 　  11,306   11,862  

３　事業再構築引当金 　  4,334   4,327  

４　その他 　  289   221  

固定負債合計 　  16,117 7.3  16,412 9.0

負債合計 　  195,048 88.0  149,542 81.5
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金 　  14,000 6.3  14,001 7.6

２　資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 1,525   1,525   

(2）その他資本剰余金 　 1,692   1,691   

資本剰余金合計 　  3,217 1.5  3,216 1.8

３　利益剰余金 　       

  (1）利益準備金 　 －   223   

(2）その他利益剰余金 　       

繰越利益剰余金 　 8,931   16,544   

利益剰余金合計 　  8,931 4.0  16,767 9.1

４　自己株式 　  △18 △0.0  △21 △0.0

株主資本合計 　  26,129 11.8  33,963 18.5

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１　その他有価証券評価差額金 　  413 0.2  113 0.0

２　繰延ヘッジ損益 　  △2 △0.0  △31 △0.0

評価・換算差額等合計 　  410 0.2  81 0.0

純資産合計 　  26,540 12.0  34,044 18.5

負債純資産合計 　  221,588 100  183,587 100
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②【損益計算書】

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　       

１　完成工事高 　 294,376   294,935   

２　開発事業等売上高 　 15,022 309,398 100 15,302 310,237 100

Ⅱ　売上原価 　       

１　完成工事原価 　 274,202   272,918   

２　開発事業等売上原価 　 12,160 286,362 92.6 12,585 285,504 92.0

売上総利益 　       

完成工事総利益 　 20,173   22,016   

開発事業等総利益 　 2,862 23,036 7.4 2,717 24,733 8.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　       

１　役員報酬 　 105   126   

２　従業員給料手当 　 4,354   4,847   

３　賞与引当金繰入額 　 517   587   

４　退職給付費用 　 825   783   

５　法定福利費 　 867   870   

６　福利厚生費 　 183   228   

７　修繕維持費 　 80   143   

８　事務用品費 　 1,441   1,242   

９　通信交通費 　 1,313   1,453   

10　動力用水光熱費 　 94   100   

11　調査研究費 ※１ 971   1,094   

12　広告宣伝費 　 62   79   

13　貸倒引当金繰入額 　 16   48   

14　交際費 　 187   243   

15　寄付金 　 92   127   

16　地代家賃 　 1,751   1,874   

17　減価償却費 　 80   92   

18　租税公課 　 467   564   

19　保険料 　 36   36   

20　雑費 　 1,080 14,529 4.7 938 15,483 5.0

営業利益 　  8,506 2.7  9,249 3.0
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益 　       

１　受取利息 ※２ 380   165   

２　受取配当金 ※３ 311   276   

３　その他 　 46 738 0.2 38 480 0.2

Ⅴ　営業外費用 　       

１　支払利息 　 114   144   

２　為替差損 　 －   500   

３　退職給付会計変更時差異
償却額

　 864   864   

４　その他 　 411 1,390 0.4 275 1,785 0.6

経常利益 　  7,854 2.5  7,944 2.6

Ⅵ　特別利益 　       

１　貸倒引当金戻入益 　 249   301   

２　固定資産売却益 ※４ 0   1   

３　関係会社清算益 　 777   －   

４　遅延損害金等 　 －   3,454   

５　その他 　 162 1,189 0.4 178 3,935 1.3

　 　       

Ⅶ　特別損失 　       

１　固定資産売却損 ※５ 12   110   

２　固定資産除却損 ※６ 20   19   

３　減損損失 ※７ 28   407   

４　投資有価証券評価損 　 147   －   

５　補償関連特別費用 　 592   1,131   

６　その他 　 361 1,164 0.4 89 1,757 0.6

税引前当期純利益 　  7,879 2.5  10,122 3.3

法人税、住民税及び事業税 　 219   183   

法人税等調整額 　 △834 △615 △0.2 △128 54 0.1

当期純利益 　  8,494 2.7  10,067 3.2

　 　       

EDINET提出書類

株式会社フジタ(E00314)

有価証券報告書

 84/114



完成工事原価報告書

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

材料費 　 28,329 10.3 35,364 13.0

労務費 　 28,106 10.3 30,652 11.2

（うち労務外注費） 　 (28,106) (10.3) (30,652) (11.2)

外注費 　 186,462 68.0 174,483 63.9

経費 　 31,303 11.4 32,418 11.9

（うち人件費） 　 (12,261) (4.5) (14,224) (5.2)

計 　 274,202 100 272,918 100

　 　     

　（注）原価計算の方法は、個別原価計算である。

開発事業等売上原価報告書

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

土地代 　 9,898 81.4 10,663 84.7

土地造成費 　 483 4.0 439 3.5

建築費 　 491 4.0 375 3.0

経費 　 1,286 10.6 1,107 8.8

計 　 12,160 100 12,585 100

　 　     

　（注）原価計算の方法は、個別原価計算である。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他

利益剰余金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日　残高
（百万円）

14,000 3,525 5,999 9,524 2,593 △35 26,082

事業年度中の変動額        

準備金から剰余金への振替  △2,000 2,000 －   －

剰余金の配当（注）     △2,156  △2,156

当期純利益     8,494  8,494

自己株式の取得      △6,296 △6,296

自己株式の処分   △1 △1  6 5

自己株式の消却   △6,306 △6,306  6,306 －

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

       

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ △2,000 △4,307 △6,307 6,338 16 47

平成19年３月31日　残高
（百万円）

14,000 1,525 1,692 3,217 8,931 △18 26,129

　

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額等

合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

374 － 374 26,457

事業年度中の変動額     

準備金から剰余金への振替    －

剰余金の配当（注）    △2,156

当期純利益    8,494

自己株式の取得    △6,296

自己株式の処分    5

自己株式の消却    －

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

38 △2 35 35

事業年度中の変動額合計
（百万円）

38 △2 35 83

平成19年３月31日　残高
（百万円）

413 △2 410 26,540

（注）平成18年６月29日の定時株主総会における利益処分項目である。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他
利益
剰余金

利益
剰余金
合計

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日　残高
（百万円）

14,000 1,525 1,692 3,217 － 8,931 8,931 △18 26,129

事業年度中の変動額          

　新株の発行 1        1
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他
利益
剰余金

利益
剰余金
合計

繰越利益
剰余金

剰余金から準備金への振替     223 △223 －  －

剰余金の配当      △2,232 △2,232  △2,232

当期純利益      10,067 10,067  10,067

自己株式の取得        △7 △7

自己株式の処分   △0 △0    4 3

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

         

事業年度中の変動額合計
（百万円）

1 － △0 △0 223 7,612 7,835 △3 7,833

平成20年３月31日　残高
（百万円）

14,001 1,525 1,691 3,216 223 16,544 16,767 △21 33,963

　

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額等

合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

413 △2 410 26,540

事業年度中の変動額     

新株の発行    1

剰余金から準備金への振替    －

剰余金の配当    △2,232

当期純利益    10,067

自己株式の取得    △7

自己株式の処分    3

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△299 △29 △328 △328

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△299 △29 △328 7,504

平成20年３月31日　残高
（百万円）

113 △31 81 34,044
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重要な会計方針

　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式および関連会社株式

移動平均法による原価法

子会社株式および関連会社株式

同左

　

　

　

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算

定している）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

　

　

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２　デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

時価法

デリバティブ

同左

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

販売用不動産

個別法による原価法

販売用不動産

同左

　

　

未成工事支出金

個別法による原価法

未成工事支出金

同左

　

　

開発事業等支出金

個別法による原価法

開発事業等支出金

同左

　

　

材料貯蔵品

移動平均法による原価法

材料貯蔵品

同左

４　固定資産の減価償却の方

法

　

　

有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除く）につ

いては定額法）によっている。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

る。

建物　　　　　　　５～50年

構築物　　　　　　６～30年

機械装置　　　　　４～７年

車両運搬具　　　　２～７年

工具器具・備品　　２～20年

有形固定資産

同左

　

　

　

　

　

――――――

　

　

（会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度より、

平成19年４月１日以降に取得した有形固

定資産について、改正後の法人税法に基づ

く減価償却の方法に変更している。 

　これにより、営業利益、経常利益および税

引前当期純利益はそれぞれ16百万円減少

している。 
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　

　

　

――――――

　

　

（追加情報）  

　法人税法の改正に伴い、当事業年度より、

平成19年３月31日以前に取得した資産に

ついては、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の５％

に到達した事業年度の翌事業年度より、取

得価額の５％相当額と備忘価額との差額

を５年間にわたり均等償却し、減価償却費

に含めて計上している。 

　この結果、従来の方法に比べ、営業利益、

経常利益および税引前当期純利益はそれ

ぞれ60百万円減少している。 

　

　

　

無形固定資産

　定額法によっている。

　なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に

基づいている。

無形固定資産

同左

　

　

　

長期前払費用

　均等償却によっている。

長期前払費用

同左

５　引当金の計上基準

　

貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒による損失に

備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上している。

貸倒引当金

同左

　

　

工事損失引当金

　受注工事に係る将来の損失に備えるた

め、当事業年度末手持工事のうち重要な損

失の見込まれるものについて、その損失見

込額を計上している。

工事損失引当金

同左

　

　

完成工事補償引当金

　完成工事に係るかし担保の費用に備える

ため、当事業年度の完成工事高に対する将

来の見積補償額に基づいて計上している。

完成工事補償引当金

同左

　

　

賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるため、将来

支給見込額に基づき計上している。

賞与引当金

同左

　

　

事業再構築引当金

　「新中期経営計画」実施により発生が見

込まれる損失に備えるため、当事業年度末

において合理的に見積もられる金額を計

上している。

事業再構築引当金

同左

 

EDINET提出書類

株式会社フジタ(E00314)

有価証券報告書

 89/114



　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　

　

退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき計上している。

　会計基準変更時差異は、15年による按分

額を費用処理している。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとしている。

　なお、当社は会社分割により会計基準変

更時差異および数理計算上の差異を承継

しており、上記費用処理年数は承継前も含

めた年数となっている。

退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき計上している。　

　会計基準変更時差異は、15年による按分

額を費用処理している。 

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処理してい

る。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとしている。

　なお、当社は会社分割により会計基準変

更時差異および数理計算上の差異を承継

しており、上記費用処理年数は承継前も含

めた年数となっている。

６　完成工事高の計上基準 　完成工事高の計上は、工期12ヶ月以上か

つ請負金額１億円以上の工事については

工事進行基準により、それ以外の工事につ

いては工事完成基準によっている。

　なお、工事進行基準によった完成工事高

は、173,195百万円である。

　完成工事高の計上は、工期12ヶ月以上か

つ請負金額１億円以上の工事については

工事進行基準により、それ以外の工事につ

いては工事完成基準によっている。

　なお、工事進行基準によった完成工事高

は、162,527百万円である。

７　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってい

る。

同左
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

８　ヘッジ会計の方法

　

①　ヘッジ会計の方法

　外貨建金銭債権債務等の為替変動リス

クをヘッジするために、為替予約および

外貨預金を行っている。

　当事業年度においてヘッジ会計の要件

を満たしている、為替予約等の付された

外貨建金銭債権債務等については、振当

処理を行っている。

①　ヘッジ会計の方法

同左

 

　

　

　

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

為替予約および外貨預金

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　

　

　

ヘッジ対象

外貨建金銭債権債務等

　

　

　

　

③　ヘッジ方針

　デリバティブ取引の権限規程に基づ

き、一定の範囲内で為替リスクをヘッジ

している。

③　ヘッジ方針

同左

　

　

④　ヘッジ有効性評価の方法

　為替予約の締結時に、リスク管理方針

に従って、米通貨建による同一金額で同

一期日の為替予約を振当てているため、

その後の為替相場の変動による相関関

係は完全に確保されているので決算日

における有効性の評価を省略している。

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

９　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっている。

消費税等の会計処理

同左
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会計処理の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平

成17年12月９日）を適用している。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は、26,543百万

円である。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成している。

 

――――――――

　

　

　

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表）

　前事業年度において「関係会社出資金」として掲記され

ていたものは、会社法の施行に伴い、当事業年度より「そ

の他の関係会社有価証券」と表示している。

（貸借対照表）

　前事業年度において、区分掲記していた「借地権」（当

事業年度末22百万円）は、重要性が低下したため、当事業

年度より無形固定資産の「その他」に含めて表示してい

る。

　前事業年度において、区分掲記していた「未払費用」

（当事業年度末５百万円）は、重要性が低下したため、当

事業年度より流動負債の「その他」に含めて表示してい

る。

（損益計算書）

　前事業年度において特別利益の「その他」に含めて表示

していた「貸倒引当金戻入益」（前事業年度238百万円）

は、特別利益の総額の100分の10を超えたため、当事業年度

より区分掲記している。

　前事業年度において特別損失の「その他」に含めて表示

していた「投資有価証券評価損」（前事業年度17百万

円）は、特別損失の総額の100分の10を超えたため、当事業

年度より区分掲記している。

（損益計算書）

　前事業年度において、営業外費用の「その他」に含めて

表示していた「為替差損」（前事業年度122百万円）は、

営業外費用の総額の100分の10を超えたため、当事業年度

より区分掲記している。

　前事業年度において、区分掲記していた「投資有価証券

評価損」（当事業年度７百万円）は、特別損失の総額の

100分の10以下となったため、当事業年度より特別損失の

「その他」に含めて表示している。

追加情報

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

固定資産の保有目的の変更について

　当事業年度において、賃貸事業目的で保有していた不

動産の保有目的を変更したため、借地権422百万円およ

び建物10百万円を販売用不動産に振替えている。

――――――――――
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１　このうち関係会社に対するものは次のとおりであ

る。

※１　このうち関係会社に対するものは次のとおりであ

る。

受取手形・完成工事未収入金 208百万円

支払手形・工事未払金・

開発事業等未払金
11,020百万円

受取手形・完成工事未収入金    161百万円

支払手形・工事未払金・

開発事業等未払金
  7,659百万円

※２　以下の資産は、銀行保証の担保に供している。 ※２　以下の資産は、銀行保証の担保に供している。

現金預金 92百万円 現金預金   29百万円

　３　偶発債務（保証債務等）

(1）連結対象会社の金融機関からの借入金等に対す

る保証

　３　偶発債務（保証債務等）

(1）連結対象会社の金融機関からの借入金等に対す

る保証

㈱エフ・ティー・シー大分 1,614百万円

藤田商事㈱ 11

㈱テクノマテリアル 10

フジタフィリピン 9

計 1,645百万円

㈱エフ・ティー・シー大分    2,431百万円

㈱テクノマテリアル 17

フジタフィリピン 9

藤田商事㈱ 1

計    2,460百万円

(2）持分法適用の関連会社の借入金に対する保証 (2）得意先等の金融機関からの借入金に対する保証

㈱アルパーク 1,772百万円

計 1,772百万円

門司港開発㈱    3,209百万円

(3）得意先等の金融機関からの借入金に対する保証 (3）得意先が行うマンション購入者への手付金保証

契約に対する保証

門司港開発㈱ 3,512百万円

大分シティ開発㈱  701

計 4,213百万円

㈱兼北      33百万円

(4）得意先が行うマンション購入者への手付金保証

契約に対する保証

(4）その他の保証

㈱伊藤ショウ 595百万円

㈱サンシティ 205百万円

計 801百万円

従業員 19百万円

　 　

合計 5,722百万円

(5）その他の保証 　

従業員 23百万円

計 23百万円

合計 8,456百万円

 

※４　当事業年度末日満期手形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理している。

　なお、当事業年度の末日は金融機関の休日であっ

たため、次の満期手形が当事業年度末日残高に含ま

れている。

受取手形 220百万円

支払手形 6百万円

――――――――――
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　研究開発費

一般管理費に含まれる研究開発費の総額は971百万

円である。

※１　研究開発費

一般管理費に含まれる研究開発費の総額は1,094百

万円である。

※２　このうち関係会社に対するものは80百万円である。 ※２　このうち関係会社に対するものは76百万円である。

※３　このうち関係会社に対するものは261百万円である。 ※３　このうち関係会社に対するものは184百万円である。

※４　固定資産売却益の内訳は、次のとおりである。 ※４　固定資産売却益の内訳は、次のとおりである。

車両運搬具 0百万円

計 0百万円

建物 0百万円

車両運搬具   0

土地　   0

工具器具・備品   0

機械装置   0

計 1百万円

※５　固定資産売却損の内訳は、次のとおりである。 ※５　固定資産売却損の内訳は、次のとおりである。

土地 7百万円

建物 2

機械装置 2

無形固定資産のその他  0

計 12百万円

建物  57百万円

土地 50

工具器具・備品　 2　

無形固定資産のその他   0

計   110百万円

※６　固定資産除却損の内訳は、次のとおりである。 ※６　固定資産除却損の内訳は、次のとおりである。

建物 13百万円

工具器具・備品  5

機械装置 1

計 20百万円

工具器具・備品 7百万円

建物 　6

機械装置       4

計  19百万円

※７　減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上した。

※７　減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上した。

用途 種類 場所 件数

遊休不動産
建物および
借地権

長野県 １件

用途 種類 場所 件数

賃貸不動
産

土地、建物、構築物お
よび借地権

大阪府他 ４件

　減損損失を認識した遊休不動産については、個別

の物件ごとにグルーピングしている。

　上記の遊休不動産については、売却することを決

定したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（28百万円）として計上し

た。その内訳は、建物16百万円、借地権12百万円であ

る。

　なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額に

より測定している。正味売却価額は購入申込価額か

ら処分費用見込額を差し引いて算定している。

　減損損失を認識した賃貸不動産については、個別

の物件ごとにグルーピングしている。

　上記の賃貸不動産については、売却することを決

定または賃借期間の短縮により収益性が著しく低

下したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（407百万円）として計上し

た。その内訳は、土地219百万円、建物178百万円、構

築物０百万円、借地権８百万円である。

　なお、当該資産のうち売却を決定した資産の回収

可能価額は正味売却価額により測定している。正味

売却価額は当該資産の現状有姿による売却を前提

とした第三者による査定価格または購入申込価額

から処分費用見込額を差し引いて算定している。ま

た、当該資産のうち収益性が低下した資産の回収可

能価額は使用価値により測定しており、将来キャッ

シュ・フローを５％で割り引いて算定している。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度
増加株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

自己株式     

普通株式 33,629 14,021,512 14,011,571 43,570

合計 33,629 14,021,512 14,011,571 43,570

 （注）１　普通株式の自己株式の株式数の増加14,021,512株は、特定の株主からの取得による増加14,000,000株、単元未満

株式の買取りによる増加21,512株である。

 　　　２　普通株式の自己株式の株式数の減少14,011,571株は、自己株式の消却による減少14,000,000株、単元未満株式の買

増請求による売渡しによる減少11,571株である。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度
増加株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

自己株式     

普通株式 43,570 20,836 9,690 54,716

合計 43,570 20,836 9,690 54,716

 （注）１　普通株式の自己株式の株式数の増加20,836株は、単元未満株式の買取りによる増加である。

 　　　２　普通株式の自己株式の株式数の減少9,690株は、単元未満株式の買増請求による売渡しによる減少である。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

および期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

および期末残高相当額

　
取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額
相当額

(百万円)

期末残高
相当額

(百万円)

機械装置 186 103 82

車両運搬具 96 30 65

工具器具・
備品

401 351 50

ソフトウェア 21 5 15

合計 705 491 214

　
取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額
相当額

(百万円)

期末残高
相当額

(百万円)

機械装置 136 75 60

車両運搬具 100 47 53

工具器具・
備品

108 36 71

ソフトウェア 21 9 11

合計 366 169 197

②　未経過リース料期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 74百万円

１年超 139

合計 214百万円

１年内   73百万円

１年超 123

合計 197百万円

　なお、取得価額相当額および未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定している。

同左

③　支払リース料および減価償却費相当額 ③　支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料 222百万円

減価償却費相当額 222百万円

支払リース料    81百万円

減価償却費相当額    81百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっている。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はないので、項目等

の記載は省略している。

（減損損失について）

                      同左

（有価証券関係）

　前事業年度および当事業年度における子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはない。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産  

貸倒引当金 1,655百万円

固定資産評価損 4,473

非上場株式評価損 1,281

退職給付引当金 4,600

事業再構築引当金 2,277

繰越欠損金 4,801

その他 3,533

繰延税金資産小計 22,622

評価性引当額 △19,284

繰延税金資産合計 3,338

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △283

その他 △67

繰延税金負債合計 △351

繰延税金資産の純額 2,986百万円

繰延税金資産  

貸倒引当金      646百万円

固定資産評価損 3,913

非上場株式評価損 1,273

退職給付引当金 4,826

事業再構築引当金 1,760

繰越欠損金 2,897

その他 2,504

繰延税金資産小計 17,823

評価性引当額 △14,417

繰延税金資産合計 3,405

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △77

その他 △6

繰延税金負債合計 △84

繰延税金資産の純額 3,320百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）  

永久に損金算入されない項目 3.6

住民税均等割等 2.9

評価性引当額 △53.3

その他 △1.7

税効果会計適用後の法人税等の

負担率
△7.8％

法定実効税率 　　40.7％

（調整）  

永久に損金算入されない項目 4.2

住民税均等割等 1.8

評価性引当額 △45.8

その他 △0.4

税効果会計適用後の法人税等の

負担率
0.5％

（１株当たり情報）

　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 △36.13円 　     △16.71円

１株当たり当期純利益 16.99円      21.30円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 16.94円      21.25円

　（注）１　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前事業年度末

（平成19年３月31日）
当事業年度末

（平成20年３月31日）

 純資産の部の合計額（百万円） 26,540 34,044

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 40,166 40,345

（うちＣ種優先株式払込額（百万円）） （38,311） （38,311）

（うち参加条項による優先配当を除くＣ種優先

株式優先配当額（百万円））
（1,855）  （2,033）

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） △13,625 　△6,300

 １株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

 普通株式の数（千株）
377,107        377,109
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前事業年度末

（平成19年３月31日）
当事業年度末

（平成20年３月31日）

（うち普通株式数（千株）） （30,400） （30,402）

（うちＣ種優先株式の転換仮定方式に準じて算

定される普通株式増加数（千株））
（346,706） （346,706）

　　　２　１株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり当期純利益   

当期純利益（百万円） 8,494 10,067

普通株主に帰属しない金額（百万円） 1,855 2,033

（うち参加条項による優先配当を除くＣ種優

先株式優先配当額（百万円））
（1,855） （2,033）

普通株式に係る当期純利益（百万円） 6,639 8,033

普通株式の期中平均株式数（千株） 390,815 377,108

（うち普通株式数（千株）） （37,349） （30,401）

（うちＣ種優先株式の転換仮定方式に準じて

算定される普通株式増加数（千株））
（353,466） （346,706）

　   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 1,199 881

（うち新株予約権（千株）） （1,199） (881) 

　   

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の

概要

────── ──────
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

Ⅰ　重要な訴訟の解決について

　当社が、株式会社長谷工コーポレーションに対し下

請負代金の支払を求めて提起した訴訟について、平成

18年５月31日付の大阪高等裁判所における控訴審判

決を不服として、株式会社長谷工コーポレーションが

最高裁判所に上告していたが、平成19年５月29日付で

最高裁判所の上告棄却の決定があり、控訴審判決が確

定した。 

　訴訟の提起から上告棄却決定に至るまでの経緯は次

のとおりである。 

　本件訴訟は、株式会社メイヨーを発注者、株式会社長

谷工コーポレーションを元請負人、当社を一括下請負

人とする「（仮称）ホテルシェレナＰＲ棟増築工

事」について、株式会社長谷工コーポレーションが当

社との間の請負契約の約定に従った請負代金3,583百

万円およびこれに関する違約金ならびに遅延損害金

の支払を行わないことから、その支払を求めて、訴訟

を提起したものである。

　平成14年５月10日に大阪地方裁判所に訴訟を提起

し、第一審の判決言渡しは平成16年５月27日に行われ

ており、当該判決において当社の主張が全面的に認め

られていたが、同年５月28日に株式会社長谷工コーポ

レーションより控訴されていたものである。

　控訴審判決の要旨は次のとおりである。 

１．控訴人（株式会社長谷工コーポレーション）

は、被控訴人（株式会社フジタ）に対し、金

2,796百万円及びこれに対する平成14年５月30

日から支払済みまで年36.5パーセントの割合に

よる金員を支払え。

２．控訴人は、被控訴人から「ホテルシェレナＰＲ

棟」の建物の引渡を受けるのと引き換えに、金

787百万円及びこれに対する平成16年12月18日

から支払済みまで年６分の割合による金員を

支払え。

３．訴訟費用は、第一、二審を通じてこれを５分し、

その２を被控訴人の、その余を控訴人の負担と

する。

４．上記１．及び２．は、仮に執行することができ

る。　

  ――――――――――
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　その後、平成18年６月12日、株式会社長谷工コーポ

レーションは、上記大阪高等裁判所の判決を不服と

し、最高裁判所へ上告していたが、平成19年５月29日、

最高裁判所において次のとおり決定があった。

・本件上告を棄却する。

・本件を上告審として受理しない。

・上告費用及び上告受理申立費用は上告人兼申立

人の負担とする。

　上記控訴審判決の確定に伴い既に受領済みの遅延損

害金等約2,800百万円を特別利益に計上する予定であ

る。 

Ⅱ　Ｃ種優先株式の併合について

　　当社は、平成19年６月28日開催の定時株主総会におい

て、以下のとおりＣ種優先株式の併合について決議し

た。

　（1）株式併合の理由

　 平成18年９月27日開催の臨時株主総会決議および

同日開催の取締役会決議に基づき、平成18年９月28

日に特定の株主から当社の普通株式を取得し、消却

したことから、Ｃ種優先株式の発行済株式の総数

は、普通株式とＣ種優先株式の発行済株式の総数の

合計に対し、二分の一を超えている。このため、会社

法第115条に基づき、議決権制限株式であるＣ種優

先株式の発行済株式の総数を普通株式とＣ種優先

株式の発行済株式の総数の合計の二分の一以下に

する必要な措置として、Ｃ種優先株式の併合を行う

ものである。

　(2）株式併合の内容

　①　併合する株式の種類および割合

　Ｃ種優先株式の発行済株式の総数44,444,445株

について、５株を１株に併合することにより、

8,888,889株とする。

　②　株式併合の効力発生日

　平成19年６月29日を予定。

　　また、当社は、Ｃ種優先株主の権利に変動が生じない

ようにするために、平成19年６月28日開催の定時株主

総会ならびに普通株主およびＣ種優先株主による種

類株主総会において、定款に所要の変更を行うことを

決議したほか、平成19年５月29日開催の取締役会にお

いて、Ｃ種優先株式の併合の効力が発生することを停

止条件として、Ｃ種優先株式の単元株式数を100株か

ら20株に変更する内容の定款変更を決議した。

　

　なお、当該Ｃ種優先株式の併合により、１株当たり情

報に及ぼす影響はない。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券
その他

有価証券

西日本旅客鉄道㈱ 2,000 876

関西国際空港㈱ 8,340 417

キリンホールディングス㈱ 217,967 410

ヤマトホールディングス㈱ 180,190 263

東京湾横断道路㈱ 4,200 210

首都圏新都市鉄道㈱ 4,000 200

㈱フジ 100,000 168

日本自動車ターミナル㈱ 149,490 149

中部国際空港㈱ 2,536 126

東海旅客鉄道㈱ 120 123

その他78銘柄 917,359 955

小計 1,586,202 3,900

計 1,586,202 3,900

【債券】

銘柄 券面総額
貸借対照表計上額
（百万円）

有価証券
その他

有価証券

フィリピン国債 730千PHP 1

小計 730千PHP 1

計 730千PHP 1
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引
当期末残高
（百万円）

有形固定資産        

建物 5,736 91
883

(178)
4,943 3,164 134 1,779

構築物 447 －
0

(0)
447 404 8 42

機械装置 6,682 90 313 6,459 5,736 209 722

車両運搬具 160 24 27 156 126 9 30

工具器具・備品 2,893 107 136 2,864 2,451 93 412

土地 12,142 －
601

(219)
11,540 － － 11,540

有形固定資産計 28,062 313
1,963

(398)
26,412 11,883 456 14,528

無形固定資産        

ソフトウェア 731 62 12 781 523 152 257

その他無形固定資産 215 －
9

(8)
206 0 0 206

無形固定資産計 947 62
22

(8)
988 523 152 464

長期前払費用 154 2 127 29 13 30 15

　（注）「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額である。

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 6,854 250 667 442 5,995

工事損失引当金 572 189 419 134 208

完成工事補償引当金 677 1,001 677 － 1,001

賞与引当金 1,183 1,278 1,183 － 1,278

事業再構築引当金 5,597 － 1,263 7 4,327

　（注）１　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率洗替額および個別貸倒引当金戻入額であ

る。

２　工事損失引当金および事業再構築引当金の「当期減少額（その他）」は、損失見込額の減少による戻入額で

ある。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

(イ）現金預金

摘要 金額（百万円）

現金 　 3,390

預金 当座預金 12,060

　 通知預金 31,000

　 普通預金 6,003

　 定期預金 800

　 その他 4

　 小計 49,868

計 53,258

(ロ）受取手形

(a）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱サンシティ 1,000

㈱善都 554

㈱義津屋 374

㈱栗本 281

㈱創建 256

その他 1,023

計 3,490

(b）決済月別内訳

決済月 金額（百万円）

平成20年４月 1,268

５月 318

６月 682

７月 533

８月 69

９月 157

10月以降 459

計 3,490

(ハ）完成工事未収入金

(a）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

日産自動車㈱ 5,457

藤和不動産㈱・近鉄不動産㈱・大和ハウス工業㈱ 4,256

ディー・エー・ピー・テクノロジー㈱ 2,898
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相手先 金額（百万円）

大崎市古川南土地区画整理組合 2,604

大崎駅西口中地区市街地再開発組合 2,074

その他 50,911

計 68,201

(b）滞留状況

計上期別 金額（百万円）

平成20年３月期計上額 64,692

平成19年３月期以前計上額 3,509

計 68,201

(ニ）開発事業等未収入金

(a）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱青山メインランド 167

総合地所㈱ 71

セコムホームライフ㈱ 70

エヌ・ティ・ティ都市開発㈱ 59

個人 54

その他 68

計 490

(b）滞留状況

計上期別 金額（百万円）

平成20年３月期計上額 490

平成19年３月期以前計上額 －

計 490

(ホ）販売用不動産

分譲住宅用地 837 百万円

分譲宅地 478  

計 1,315 百万円

（注）上記の中に含まれる土地の面積および地域別内訳は次のとおりである。

（地域別） （面積） （金額）

関東地区 2,820㎡ 862百万円

北海道地区 826㎡ 205百万円

九州地区 803㎡ 247百万円

計 4,450㎡ 1,315百万円

(へ）未成工事支出金

期首残高（百万円） 当期支出額（百万円）
完成工事原価への振替額

（百万円）
期末残高（百万円）

15,102 266,786 272,918 8,969
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期末残高の内訳は次のとおりである。

材料費 868百万円

労務費 656

外注費 3,992

経費 3,451

計 8,969百万円

(ト）開発事業等支出金

（地域別） （金額）

関東地区 　　 490百万円

その他 5

計 　　 495百万円

(チ）材料貯蔵品

仮設資材 　 188百万円

その他 21

計 　 210百万円

②　負債の部

(イ）支払手形

(a）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱関電工 1,610

㈱中電工 1,179

三井物産スチール㈱ 1,059

㈱クリマテック 870

藤田商事㈱ 862

その他 40,525

計 46,108

(b）決済月別内訳

決済月 金額（百万円）

平成20年４月 12,175

５月 12,168

６月 10,801

７月 10,959

８月 3

９月 －

10月以降 －

計 46,108

(ロ）工事未払金

相手先 金額（百万円）

藤田商事㈱ 4,380

清水建設㈱ 2,035

フジタ道路㈱ 1,520
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相手先 金額（百万円）

東洋熱工業㈱ 1,243

三井物産スチール㈱ 1,071

その他 49,738

計 59,988

(ハ）未成工事受入金

科目 期首残高（百万円） 当期受入額（百万円）
完成工事高への
振替額（百万円）

期末残高（百万円）

未成工事受入金 21,288 225,364 231,477 15,175

　（注）　損益計算書の完成工事高294,935百万円と上記完成工事高への振替額231,477百万円との差額63,458百万円は完成

工事未収入金の当期計上額である。

なお、「①　資産の部　(ハ）完成工事未収入金　(b）滞留状況」の完成工事未収入金当期計上額64,692百万円との

差額1,234百万円は、消費税等に相当する額である。

(二）退職給付引当金

内容 金額（百万円）

退職給付債務 23,497

未認識過去勤務債務 △183

未認識数理計算上の差異 △2,439

会計基準変更時差異の未処理額 △6,054

年金資産 △2,957

計 11,862

（３）【その他】

　該当事項はない。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
1,000,000株券　100,000株券　10,000株券　1,000株券　100株券

100株未満表示株券　20株券（Ｃ種優先株式のみ）

剰余金の配当の基準日
　　９月30日

３月31日

１単元の株式数 普通株式　100株　　Ｃ種優先株式　20株

株式の名義書換え 　

取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号

　中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号

　中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本店および各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

株券喪失登録に伴う手数料
１．喪失登録　　　１件につき 9,030円

２．喪失登録株券　１枚につき　 525円

単元未満株式の買取り・売渡し 　

取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号

　中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号

　中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本店および各支店

買取・売渡手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事

由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新

聞に掲載して行う。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次

のとおりである。

http://www.fujita.co.jp/

株主に対する特典 あり

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定によ

る請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利な

らびに株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利以外の

権利を行使することができません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、法第24条の７第１項に規定する親会社等はない。
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２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から本有価証券報告書提出日までの間において、関東財務局長に提出した金融商品取引法第25

条第１項各号に掲げる書類は、次のとおりである。

(1）有価証券報告書及び

その添付書類

事業年度

（第５期）

自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日

平成19年６月28日提出

(2）有価証券報告書の

訂正報告書

平成19年６月28日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書 平成19年７月30日提出

　 　 平成19年６月28日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書 平成19年11月13日提出

　 　 平成19年６月28日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書 平成20年６月27日提出

(3）半期報告書 事業年度

（第６期中）

自　平成19年４月１日

至　平成19年９月30日

平成19年12月17日提出

(4）臨時報告書 証券取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関

する内閣府令第19条第２項第４号に基づく臨時報告書

（主要株主の異動）

平成19年５月15日提出

　 　 証券取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関

する内閣府令第19条第２項第12号および第19号に基づく臨

時報告書

（当社および連結会社の財政状態及び経営成績に著しい影

響を与える事象の発生）

平成19年６月１日提出

　 　 金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示

に関する内閣府令第19条第２項第９号に基づく臨時報告書

（代表取締役の異動）

平成20年３月27日提出

(5）自己株券買付状況

報告書

報告期間（自平成19年３月１日　至平成19年３月31日）

報告期間（自平成19年４月１日　至平成19年４月30日）

平成19年４月６日提出

平成19年５月９日提出

　 　 報告期間（自平成19年５月１日　至平成19年５月31日） 平成19年６月７日提出

　 　 報告期間（自平成19年６月１日　至平成19年６月30日） 平成19年７月６日提出

　 　 報告期間（自平成19年７月１日　至平成19年７月31日） 平成19年８月７日提出

　 　 報告期間（自平成19年８月１日　至平成19年８月31日） 平成19年９月７日提出

　 　 報告期間（自平成19年９月１日　至平成19年９月30日） 平成19年10月５日提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はない。
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 独立監査人の監査報告書 

 平成19年６月28日

株式会社フジタ  

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松村　俊夫　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 矢部　雅弘　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 野間　　武　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 関口　　茂　　㊞

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社フ

ジタの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益

計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

フジタ及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

　重要な後発事象Ⅰに記載されているとおり、会社が株式会社長谷工コーポレーションを相手に下請負代金の支払を求め

て提起した訴訟に関し、平成19年５月29日付で最高裁判所の上告棄却の決定があり、控訴審判決が確定した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管

しております。
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 独立監査人の監査報告書 

 平成20年６月27日

株式会社フジタ  

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 矢部　雅弘　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 野間　　武　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 関口　　茂　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社フジタの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

フジタ及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管

しております。
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 独立監査人の監査報告書 

 平成19年６月28日

株式会社フジタ  

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松村　俊夫　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 矢部　雅弘　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 野間　　武　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 関口　　茂　　㊞

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社フ

ジタの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主

資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社フジ

タの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

追記情報

　重要な後発事象Ⅰに記載されているとおり、会社が株式会社長谷工コーポレーションを相手に下請負代金の支払を求め

て提起した訴訟に関し、平成19年５月29日付で最高裁判所の上告棄却の決定があり、控訴審判決が確定した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管

しております。
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 独立監査人の監査報告書 

 平成20年６月27日

株式会社フジタ  

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 矢部　雅弘　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 野間　　武　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 関口　　茂　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社フジタの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社フジ

タの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管

しております。
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